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＇製造業を取り巻く現状（

生産は、持ち直しつつあるが、過去の景気の谷と比較すると、その水準は既住の最高
水準と比較して７割４分程度。過去の景気後退・回復局面の生産動向をみると、バブル
崩壊後の回復局面では幅広い業種で生産が増加、前回の回復局面では、電子・デバイ
ス工業の増加が我が国の生産をけん引した。今回は、輸送機械工業の増加が著しい。

第０章 内外経済が変化する中での我が国製造業の動向

第０部 ものづくり基盤技術の現状と課題

世界同時不況を経て内外経済が大きく変化する中で、2009年の实質GDP成長率は
▲5.0％と大きく落ち込んだが、政策効果や海外経済の回復等の影響により、2009年
第Ⅱ四半期から外需と最終消費支出を中心にプラス成長。2009年第Ⅳ四半期の实質
GDP速報＇１次QE（では＊0.9％＇年率換算3.8％（のプラス成長を实現している。

第０節 我が国製造業の動向

資料９内閣府｢国民経済計算｣

＇我が国製造業を取り巻く状況 我が国の経済情勢（

【図表1-1 实質GDP成長率の寄与度推移】 【図表1-2 家計最終消費支出成長率の
要因分解＇前期比（】

資料９内閣府｢国民経済計算｣

純輸出と最終消費
がプラスに寄与

政策効果により、
耐久財が大幅に

プラスに寄与

＇世界同時不況からの持ち直しの特徴 ①生産（

【図表1-3 製造工業の生産調整と回復のパターン】

備考９季節調整済指数の各景気の山時点を100として指
数化。※今回は便宜的に09年１月を谷としている。

資料９経済産業省「鉱工業指数」
備考９今回は便宜的に09年１月を谷としている。
資料９経済産業省「鉱工業指数」

【図表1-4 生産回復に向けた業種別寄与度の変遷】
電子・デバイス工業の
増加が生産をけん引

輸送機械工業の増加
が生産をけん引

幅広い業種で
生産が増加
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＇世界同時不況からの持ち直しの特徴 ②地域経済と中小企業の状況（

アジアを中心とした世界経済の持ち直し、輸送機械工業等の在庫調整の進展による
生産の持ち直しの動き等から、輸送機械工業、電子部品・デバイス工業、電気機械工
業等が各地域経済の生産をけん引している。地域別にみた中小企業の業況も改善基
調にあるが、依然厳しい状況。

我が国の輸出額を地域別にみると、中国のシェアが欧米を上回る水準まで高まりを
みせている。世界同時不況後においても、欧米市場が低迷する中で、中国を中心とす
るアジア新興国が我が国の輸出を下支えしている。

また、足下の円高の進展は、輸出企業の想定為替レートを上回る水準で推移してお
り、我が国製造業の事業環境に大きな影響を及ぼす点に留意が必要である。

資料９財務省｢貿易統計｣

＇世界同時不況からの持ち直しの特徴 ③輸出（

【図表1-8 地域別輸出金額の推移＇景気の山以降（】
中国の早期回復が

輸出を下支え

資料９日本銀行「全国企業短期経済観測調査」4

【図表1-9 輸出企業の想定為替レートの推移】

資料９財務省｢貿易統計｣

【図表1-7 地域別輸出額シェアの推移】

【図表1-5 地域別鉱工業生産指数寄与度推移＇前期比（】

資料９経済産業省・各経済産業局「鉱工業指数」、
沖縄県｢鉱工業指数｣

輸送機械工業、電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ工業、電気機械
工業等の持ち直しが各地域経済の持ち直しをけん引

【図表1-6 中小企業＇製造業（の地域別
業況判断DI】

備考９ 05年第Ⅱ四半期から10年第Ⅰ四半期の値。
季節調整値。前期比。

資料９経済産業省「鉱工業指数」

中国を中心とするアジア向け輸出シェアの高まり

円安

円高

54.2％

18.9％

16.1％

12.5％
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＇企業収益と資金繰りの状況（

企業収益は、世界同時不況の影響を受けた売上高の減尐等から、大幅な減益と
なっている。製造業各社はコストダウンと投資抑制により対応を急いだが、キャッシュ
フローの縮小分を賄いきれずに有利子負債が増加に転じている。なお、資金繰りは改
善傾向がみられるものの、中小企業を中心に依然厳しい状況にある。

自動車・家電等の耐久消費財は経済対策の効果、素材関連はアジア向け輸出を中
心に回復傾向にあるが、製造業の設備稼働率と設備投資の関係をみても、設備過剰
な状態は続いており、産業用機械など設備関連産業の回復は遅れている。我が国製
造業各社は、国内拠点では新製品開発や製品の高度化、維持・補修を、海外拠点で
は能力増強を図ろうとするなど、市場の回復状況に応じて投資目的を選択している。

備考９稼働率指数は、05年=100、季節調整済指数。
設備投資額は、原数値。

資料９財務省「法人企業統計」、経済産業省「鉱工業指数」

＇自律的回復に向けた課題 設備投資（

【図表1-10 キャッシュフローと有利子負債の推移】

【図表1-12 製造工業稼働率指数と製造業の
設備投資額伸び率の推移】

【図表1-13 2010年度の設備投資見込額
と重点投資事項＇2009年度対比（】

備考９後方３四半期移動平均値
資料９財務省「法人企業統計」

キャッシュフローは減尐傾向

有利子負債は増加に転じる

設備稼働率が低迷しており
設備過剰状態が継続

資料９日本銀行「全国企業短期経済観測」

【図表1-11 資金繰り判断ＤＩの推移】

資金繰りは足下では若干の
改善傾向にあるが、依然厳しい

資金繰り良い

資金繰り悪い

備考９下図は、上図で｢増加｣、｢増加するものと減尐

するものがある｣と回答した企業について集計。
資料９経済産業省調べ＇10年１月（

82.6

(n=2,928)

営業キャッシュフロー

設備投資額
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＇我が国製造業の事業再構築の方向性と今後のあり方（

資源環境制約の高まり、新興国市場の台頭に伴うグローバル市場の勢力図の変化
など、事業環境が大きく変化する中で、内外経済の本格回復に先立ち、我が国製造業
各社は、次なる事業戦略の再構築に着手。各社は、製品開発体制と販売体制を中心
的に見直し、変化に対応するため、人材育成方法や製造製品の見直しを強化している。

我が国製造業各社は、我が国の強みである高い技術力を背景として、更に環境対
応力を高め、多層化する世界市場のニーズへの対応力を強化していくためには、今後、
製品開発力及び販売・マーケティング力の強化を必要としている。

【図表1-14 事業戦略の見直しの状況と
過去の事業戦略との関係性】

【図表1-16 事業戦略見直しの具体的内容】

【図表1-17 我が国製造業の現在の強み
と今後の事業展開に向けた強化項目】

【図表1-18 今後の製品開発に必要な取組】

資料９経済産業省調べ＇10年１月（資料９経済産業省調べ＇10年１月（

資料９経済産業省調べ＇10年１月（

資料９経済産業省調べ＇10年１月（

資料９経済産業省調べ＇10年１月（

【図表1-15 体制見直しの状況】

(n=2,949)

(n=2,939)
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製造業の雇用者数は長期的に減尐傾向で推移し、2005年前半から持ち直したもの
の、2007年後半から再び減尐傾向にある。

完全失業率は2009年7月に5.6％と過去最高を記録した後、徐々に低下して2010年
２月には5.0％となり、有効求人倍率は2009年8月の0.42倍と過去最低を記録した後、
2010年3月には0.49倍に上昇するなど雇用情勢は持ち直しの動きがみられるものの、
依然として厳しい状況にある。

製造業の新規求人数や生産工程・労務の有効求人倍率は、このところ緩やかに増
加・上昇している。

備考９新規学卒者を除きパートタイムを含む常用。 原数値。

資料９厚生労働省｢職業安定業務統計｣

＇雇用・労働市場の状況①（

備考９新規学卒者を除きパートタイムを含む常用。原数値。
資料９厚生労働省「職業安定業務統計」

第１節 ものづくり労働者の雇用・労働の現状

【図表1-20 完全失業率及び有効求人倍率の推移】【図表1-19 製造業の雇用者数等の推移】

備考９季節調整値。

資料９総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定
業務統計」

備考９Ⅰ～Ⅳは、第０から第３四半期を示す。原数値。
資料９総務省「労働力調査」

【図表1-21 製造業における新規求人数の推移
＇2007年10月＝100（】

【図表1-22 生産工程・労務の職業の有効求人
倍率の推移】
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備考９2008年12月分より中小企業緊急安定助成金(2008年
12月1日創設)の休業等实施計画届けの受理件数を含
む。2009年12月より要件を緩和している。

資料９厚生労働省調べ
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雇用過不足感の状況をみると、2009年前半に製造業を中心に急速に高まった過
剰感は、その後徐々に縮小している。

製造業の所定外労働時間は、2009年3月まで減尐傾向が続いていたが、その後
増加し、2010年1月には、2008年10月時とほぼ同水準となった。

何らかの雇用調整を实施した事業所の割合は2009年第１四半期には４割に迫り、
特に製造業においては６割に達したが、その後減尐傾向にある。

雇用調整助成金等の対象者数をみると、2008年末頃から急速に増加し始め、
2009年後半からは減尐傾向にあるものの依然として高い水準となっている。

資料９日本銀行「全国短期経済観測調査」

【図表1-23 雇用人員判断D.I.の推移】

【図表1-25 雇用調整实施事業所割合の推移】

資料９厚生労働省「労働経済動向調査」

＇雇用・労働市場の状況②（

【図表1-26 雇用調整助成金等に係る休業等
实施計画届受理状況＇速報値（】

備考９事業所規模5人以上。2005年平均=100。季節調
整値。2010年3 月は速報値。

資料９厚生労働省「毎月勤労統計調査」

【図表1-24 所定外労働時間の推移】
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＇雇用情勢に対応した施策（

【図表1-27 経済・雇用対策＇雇用対策関係・概要（ 】

依然として厳しい雇用情勢に対応し、政府は、2009年10月に「緊急雇用対策」を、
12月に「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を策定した。

(1) 雇用維持・創出対策
① 雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金の要件緩和
② 雇用保険を受給できない方を対象とした無料の職業訓練の实施及び訓練期間
中の訓練・生活支援給付の支給

③ 緊急雇用創造の拡充
(2) 貧困・困窮者支援の強化

① 「ワンストップ・サービス・デイ」の試行实施
② 「住居・生活支援アドバイザー」の設置
③ 「住まい対策」の拡充

(3) 新規学校卒業者支援の強化
① 「高卒・大卒就職ジョブサポーター」の倍増配備
② 新卒者体験雇用事業の創設
③ 「未就職卒業者向け」職業訓練の实施及び訓練・生活支援給付の拡充

※ [表の見方] 前内閣の対策との比較 ◎９新規施策、○９要件緩和・拡充等施策
※ 本文中の予算額は、平成１０年度第１次補正予算案のもの

◎「ワンストップ・サービス・デイ」の試行实施

※第０回９11月30日实施 ＇实施９77ハローワーク、協力９215市町村、利用2,404名（
※第１回９12月21日頃实施＇实施９204ハローワーク等、協力９400市町村、利用９3,926名（

◎「住居・生活支援アドバイザー」を全国の主要なハローワークに、１５２名配置し、ワンストップ・

サービスを实施＇約１－６億円（
○「住まい対策」の拡充＇約６／／億円（

・住宅手当の拡充（平成22年４月から、就職活動を誠実に継続している場合には、支給期間を最長６か月からさ

らに３か月延長可能にするとともに収入要件の緩和等の利用者拡大を図る）
＇支給決定15,530件(H22..2末現在)

・緊急一時宿泊施設の設置などの継続的支援

＇定員568名分の国庫補助協議受付中(H22.1末現在)､平成21～22年度(合計)９1,250部屋)
・生活保護受給者を対象とする就労支援員を約2,500人増員＇550名→3,050名（＇21年度第2次補正予算成立を受けて

各自治体において取組中（

・住宅確保･就労支援員を約1,250名増員＇1,250名→2,500名（＇21年度第2次補正予算成立を受けて各自治体において
取組中（

○「高卒・大卒就職ジョブサポーター」の更なる緊急増員＇５０７名→８１７名＇２０／名増員（（＇１－４億円（

○就職面接会の積極的開催
◎新卒者体験雇用事業の創設＇制度要求、平成22年度末までに、5,100人を対象とする見込み（

・未就職卒業者の体験雇用を受け入れる企業に1人８万円を助成

○「未就職卒業者向け」職業訓練の实施及び訓練・生活支援給付の拡充(緊急人材育成支援事業の内数)

◎重点分野雇用創造事業＇０４／／億円（

・介護、医療、農林業、環境等、成長分野として期待される分野における雇用機会の創出等を図
るとともに、人材育成を推進する＇平成１１年度末までに約５万人を対象とする見込み（

ל ᾍ ₳ 21 ₴10 23

○雇用調整助成金の支給要件緩和等

・出向元への復帰後６ヶ月を経ずに行われた再度の出向についても支給対象とする。
・その他、支給迅速化、申請様式の改正など

○雇用調整助成金の要件緩和＇６７億円（

※要件緩和により、平成１１年度において、月平均７／万人程度が対象となる見込み。
・「生産量要件」について、現行要件に加え、赤字の企業については、企業規模にかかわらず、

「前々年比１０％以上減」の場合も支給対象とする。

◎「ワンストップサービス・デイ」の試行实施

○ハローワークにおける公的賃貸住宅情報の提供
＇入居決定戸数3,209＇平成22年０月７日現在（（＇利用可能住宅戸数5,722＇平成21年12月14日現在（（

○「緊急人材育成支援事業」の訓練メニュー・实施者の新規開拓＇21年度实績９定員数122,058人＇目標９年度内10万

人（（受講申込者数120,890人＇目標９年度内７万人（

○「高卒・大卒就職ジョブサポーター」の緊急配備 ＇４２／名→５０７名 ＇７７名増員（（

◎「『働きながら資格をとる』介護雇用プログラム」の創設

○「緊急雇用創出事業」の前倒し執行要請、「緊急雇用創出事業」・「ふるさと雇用再生特別基金事業」 の要件緩和
※介護就職デイの開催９12月14日の週＇实施９422ハローワーク、参加求職者数９9,999人（

雇用維持
支援

貧困・
困窮者
支援

新卒者
支援

雇用創造

◎雇用・生活保障システムの確立

・トランポリン型の「第１のセーフティネット」の確立＇１２年度創設（
・雇用保険制度の機能強化＇２４／／億円（

適用範囲の拡大＇平成22年度に約255万人が新たに適用対象となる見込み（、

国庫負担を本則に戻す＇平成23年度（等

その他

雇用維持
支援

貧困・
困窮者
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新卒者
支援

雇用創造
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【コラム 採用意欲のある中小企業等の掘り起こしと雇用ミスマッチの解消に向けた取組】

世界経済が混迷する中、景気に持ち直しの動きが見られるものの、我が国産業における雇用情勢
は厳しい状況が継続している。このような環境下にあって、中堅・中小企業の中には、むしろ今を人
材確保のチャンスととらえ、更なる競争力向上に向けて、採用に積極的な企業も尐なくはない。

経済産業省は、農林水産省、厚生労働省及び各種機関と連携し、ものづくりやサービス業、農業等
の分野において、採用意欲があり、かつ人材育成に力を入れている企業について1,417社を選定の
上、2009年１月に｢雇用創出企業1,400社｣として公表し、全国の学校、ハローワーク、ジョブカフェなど
の機関に配布するとともに、ホームページ上でも紹介した。この｢雇用創出企業1,400社｣について、公
表後の採用状況を把握するため、フォローアップ調査を实施＇2009年６月（したところ、中小企業を中
心とした637社に、約7,000人＇うち、中途採用者約2,000人（の採用が行われており、多数の企業にお
いて今後も採用を予定していくという前向きな姿勢を示していることが把握された。

さらに、2009年12月に取りまとめられた「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を踏まえ、引き
続き厳しい求人情勢が見込まれる新卒予定の学生・生徒の就職支援等を目的として、「雇用創出企
業」の新たなリストを作成した。2010年０月には、これら雇用創出企業1,443社の魅力を発信するため
のウェブサイトを公表し、雇用のミスマッチの解消を図った。

また、経済産業省において、全国の求職者、学生を対象に、ものづくりや農業、介護サービスといっ
た雇用ミスマッチの生じている個別産業の魅力に触れる機会を提供することで、雇用の促進を目指
す取組として、「地域魅力発見バスツアー＇ちいバス（」を实施している。この取組においては、地域に
おいて活躍している企業の魅力を発見するため、０日のものから最大４泊のものまで多様なプログラ
ムを組み、働く現場を参加者自身の目で見たり、直接経営者の話を聞くことができるのが特徴となっ
ている。ツアー参加者が实際に訪問した企業への就職が決まった例もあり、求職者と採用意欲のあ
る企業の出会いの場となっている。

ホームページ９ http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/sokeizai/kigyogaiyosyu.html

 

【図９「雇用創出企業」＇2010年０月公表（及び「雇用創出企業1,400社」＇2009年１月公表（
フォローアップ調査結果】

資料９「雇用創出企業」ウェブサイト、チラシ

資料９平成21年度「雇用創出企業1,400社」
フォローアップ調査報告書＇n=802社（

［雇用創出企業＇2010年０月公表（］
［「雇用創出企業1,400社」＇2009年１月公表（
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【図表2-2 輸出依存度の国際比較】

世界のマーケットをみると、先進諸国市場の成熟化に対し、新興国市場は人口増加
や所得上昇に伴って伸張しシェアを拡大。新興国市場は生産拠点から市場としての存
在感を増している。

第０節 国際的な構造変化に直面する我が国製造業

リーマンショックを経て、今世紀以降進展している我が国製造業を巡る事業環境の
変化、すなわち先進国市場の成熟化に対する新興国市場の台頭、アジアにおける工
場化の進展と産業基盤の高度化、資源環境制約の高まりや制約条件の高まりに応じ
た市場ニーズの変化等が明確に。我が国製造業は、こうしたグローバルの構造変化
に対し、付加価値を獲得していくための事業戦略の再構築が必要となってくる。

第１章 我が国ものづくり産業が直面する課題と展望

資料９OECD統計

主要国の輸出依存度を比較すると
日本は米国に次いで１番目に低い

我が国の輸出依存度は主要国との比較において高くはなく、我が国の輸出の増加は、
先進国経済の拡大程度に留まっており、世界の成長市場を十分にとらえきれていない。

【図表2-3 アジア新興国の成長と主要国の
輸出金額の拡大】

資料９IMF「World Economic Outlook」

アジア新興国の市場拡大に
日本の輸出は必ずしもキャッチアップできていない

備考９USドルベース。中国除くアジア主要国・地域は、ASEAN、インド、韓国、台湾。
資料９IMF「World Economic Outlook Database,April 2010」

【図表2-1 世界主要国・地域の名目GDPシェアの推移】
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【図表2-4 各国＇地域含む（製造業の競争力の変遷
＇各国製造業総付加価値のシェアの推移（】

また、新興国の経済成長に伴い世界のエネルギーや資源消費が拡大していく一方、
様々な資源は世界的に偏在しており、資源環境制約は一層高まり。制約条件の一層
の高まりや高齢化の進展等は、市場ニーズも変化させる。

我が国製造業は、こうした環境変化を踏まえ、グローバル市場で付加価値を獲得し
ていくための事業戦略の再構築が求められる。

【図表2-5 中間財の輸出特化指数の推移】

備考９輸出特化指数＝＇中間財の輸出-輸入（．
＇中間財の輸出＊輸入（

資料９＇独（経済産業研究所「RIETI-TID 2009」資料９US National Science Foundation Statistics

日本と米国のシェアは低下し、
アジア新興国のシェアが上昇

中国をはじめとするアジアにおいては、製造技術の組み合わせ型への対応等から生
産は拡大している。日本の競争力が依然強いとされる中間財についてみると、韓国、
中国などが次第に競争力をつけ、国際分業が進展する中で産業基盤が高度化しつつ
ある。今後、我が国製造業は、アジア諸国との競争で際限ないコスト競争にさらされる
可能性がある。

資料９ BP「BP Statistical Review of World Energy June 2009」

［石油消費量の推移］

【図表2-6 資源環境制約の高まり】
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資料９ World Steel Association統計12



第１節 グローバル市場の変化に対する我が国ものづくり体制の再構築

グローバル市場での付加価値を獲得していくため、我が国製造業においては、経営
資源の配分と有効的な活用が課題となる。新たな成長市場の需要を獲得していくとと
もに、引き続き高いものづくり力をいかした高度な部材・製品の供給基地としての競争
力を維持・強化し、また、ものづくりの収益源の幅を広げるなど技術力を付加価値に結
びつけるための取組を進めていくことが重要である。
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＇我が国ものづくり産業の国際分業の進展（

我が国現地法人数＇製造業（は、欧米地域が減尐しつつある中、アジア等新興国が
増加する構図が継続しており、販売拠点数についても、アジア等新興国における増加
傾向がみられ、それら地域が市場としての位置付けを強めていることがうかがえる。

資料９経済産業省「海外事業活動基本調査」

【図表2-7 我が国現地法人＇製造業（数の推移】 【図表2-8 我が国製造業の販売・サービス拠
点数の推移】

我が国現地法人の2008年度地域別売上高は総じて落ち込んでいるが、アジア地域
の減尐率は小さく、欧米に代わり、アジア等新興国が我が国製造業の業績をけん引す
る傾向がみられる。

資料９経済産業省「海外事業活動基本調査」 備考９国内本社が製造業かつ海外拠点が小売・卸売・サー
ビス業の企業数を集計。

【図表2-9 現地法人＇製造業（の地域別売上高】
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＇現地法人売上高における各国・地域の構成割合（

経常利益の構成割合

＞
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＞
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資料９経済産業省「海外事業活動基本調査」

【図表2-10 現地法人＇製造業（数の業績構成割合】
＇2004年～2008年（
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中国(n=229)
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EU(n=134)

＇新興国市場における製品投入戦略（

新興国市場において、業績不調企業は、重点顧実層を定めずに高性能製品を投入
する傾向がみられる。具体的に対象とする顧実層を明確にして市場を攻略する必要
がある。その他については、業績にかかわらず大きな相違は無い。換言すれば、製品
ごとに現地市場のニーズに合致した価値や機能を提供していく取組が重要となる。

【図表2-11 新興国における重要顧実層と
投入製品レベル】

備考９「業績堅調＇不調（企業」９売上シェア、または営業
利益額、あるいはともに年率４%以上＇直近２年間（上昇
＇下落（した企業。
資料９経済産業省調べ (10年1月)

新興国市場での競合相手は中国、韓国・台湾企業が多く、現地ニーズにあった機能・
仕様や購買力に合わせた価格帯の設定、低コスト化に強み。我が国製造業もスピード
感を持ち、競合企業の戦略を踏まえた商品開発に取り組む必要がある。なお、欧米企
業も一定の競合関係にあるとともに、日本企業同士が競合する構図も消えていない。

＇新興国市場における競合企業とその強み（

【図表2-12 新興国における最大の競合企業】 【図表2-13 新興国市場での競合企業の強み】

14資料９経済産業省調べ (10年1月)

【コラム 新興国市場獲得の事例】
０－ダイハツ工業＇株（
＇自動車。09年度、インドネシア

国内シェア１位の15％（

初めて車を購入する消費者層
向け車種の需要に着目し、その消費者層の予算や
ニーズに見合うよう設計を見直した「セニア」を開発。

写真９「セニア」
　　　　　製品レベル
重要顧実層

ハイエンド
(高性能・品質等) ミドル

ロ-エンド
(低性能・品質等)

富裕層 14% 9% 0%
中間層 21% 34% 0%
低所得層 0% 0% 0%
無し 8% 13% 0%

　　　　　製品レベル
重要顧実層

ハイエンド
(高性能・品質等) ミドル

ロ-エンド
(低性能・品質等)

富裕層 8% 5% 0%
中間層 22% 32% 0%
低所得層 0% 0% 0%
無し 17% 14% 2%

＜業績堅調企業＇n=97（＞

＜業績不調企業＇n=63（＞

１－ユニ・チャーム＇株（
＇紙おむつ。09年時点、タイ国内シェア０位で約６割、
インドネシア国内０位で３割超)

流通業者への積極的営業活動により、富裕層向け
高級品としてのブランドを確立。その後、中間層向け
製品を開発、投入。

２－日立アプライアンス＇株（
＇家庭用エアコン。インド国内の富裕層向けシェア

約５割＇同社推定（)
現地人技術者を起用し、現地

独特のニーズ(冷風が人に直接
当たること等)を満たすエアコン
を開発。きめ細かい販売店指導
も進め、富裕層の支持を獲得。

写真９エアコン
「ACE Follow me」
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資料９WSA

備考９①05年、独・BASFと英・BPの石油化学事業をそれぞれ買収。②07年、蘭・Basell＇BASFとShellのポリオレフィン事業会社（を買収。
③06年、米・Huntsman欧州汎用品事業を買収。07年、米・GEのプラスチック事業を買収。

資料：Chemical & Engineering News 等から経済産業省作成

資料：FORTUNE 「FORTUNE GLOBAL 500 」
から経済産業省作成

○鉄鋼＇粗鋼生産量（９ 欧州企業で再編が進むとともに、中国やインド企業の粗鋼生産量が増大。

○化学＇化学部門売上高（９ 欧州企業で高付加価値事業・汎用品事業毎への再編が進むとともに、
サウジ、中国等が汎用品事業を中心に売上規模拡大。

○電気機械＇売上高（９ 韓国企業、台湾企業の台頭が著しく、日本企業は、上位20位に占める数が
多い中で順位を落としている。
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＇グローバル市場獲得に向けた欧州企業再編と新興国企業の台頭（

欧州企業を中心に再編が進むとともに、新興国企業が台頭するなど、グローバル市場
の獲得を目指す企業の勢力図が変化する中、日本企業は総じて地位を落としている。

順位 社名＇国名（ 生産量＇100万トン（ 順位 社名＇国名（ 生産量＇100万トン（ 順位 社名＇国名（ 生産量＇100万トン（

1 新日本製鐵＇日（ 26.8 1 Mittal Steel＇蘭（ 63.0 1 Arcelor Mittal＇ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ（ 73.2
2 POSCO＇韓（ 23.4 2 Arcelor＇ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ（ 46.7 2 河北鋼鉄集団＇中（ 40.2
3 British Steel＇英（ 15.7 3 新日本製鐵＇日（ 32.0 3 上海宝鋼＇中（ 38.9
4 Usinor Sacilor＇仏（ 15.5 4 POSCO＇韓（ 30.5 4 POSCO＇韓（ 31.1
5 Riva＇伊（ 14.4 5 JFEスチール＇日（ 29.9 5 武鋼集団＇中（ 30.3
6 Arbed＇ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ（ 12.1 6 上海宝鋼＇中（ 22.7 6 鞍本集団＇中（ 29.3
7 USX＇米（ 12.0 7 US Steel＇米（ 19.3 7 沙鋼集団＇中（ 26.4
8 NKK＇日（ 11.5 8 Nucor＇米（ 18.4 8 新日本製鐵＇日（ 24.3
9 川崎製鉄＇日（ 11.1 9 Corus＇英（ 18.2 9 JFEスチール＇日（ 23.5
10 住友金属工業＇日（ 10.7 10 Riva＇伊（ 17.5 10 Tata Steel＇印（ 21.9

1995年 2005年 2009年

02年

合併

02年

合併

06年合併

07年

合併

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

1 BASF＇独（ 31.3 1 Dow Chemical(米) 40.2 1 BASF＇独（ 70.5
2 Du Pont＇米（ 27.7 2 BASF＇独（ 38.2 2 Dow Chemical(米) 57.5
3 Bayer(独) 20.2 3 Du Pont＇米（ 30.1 3 Ineos Group＇英（　① 47.0
4 Dow Chemical(米) 18.6 4 RoyalDutchShell(英．蘭) 29.5 4 Lyondell Basell＇蘭（　② 38.4
5 ExxonMobil＇米（ 13.8 5 ExxonMobil＇米（ 27.8 5 ExxonMobil＇米（ 38.4
6 ICI(英) 13.7 6 Total＇仏（ 24.9 6 SABIC＇ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ（　③ 34.4
7 Shell(英．蘭) 12.9 7 BP＇英（ 21.2 7 Sinopec＇中（ 33.8
8 AkzoNobel＇蘭（ 12.3 8 Bayer(独) 18.1 8 Du Pont＇米（ 30.4
9 Degussa＇独（ 10.1 9 Sinopec＇中（ 16.7 9 Total＇仏（ 29.7
10 BP＇英（ 9.4 10 三菱化学＇日（ 16.3 10 Formosa＇台（ 27.5
11 Total＇仏（ 9.3 11 SABIC＇ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ（ 15.9 11 RoyalDutchShell(英．蘭) 26.3
12 Elf Aquitaine＇仏（ 9.3 12 Degussa＇独（ 14.0 12 Bayer(独) 23.7
13 住友化学＇日（ 8.1 13 Formosa＇台（ 12.6 13 Akzo Nobel＇蘭（ 22.7
14 Huntsman＇米（ 8.0 14 Akzo Nobel＇蘭（ 11.8 14 三菱化学＇日（ 18.6
15 三井化学＇日（ 7.8 15 Huntsman＇米（ 11.4 15 Air Liquide＇仏（ 17.7
16 Henkel＇独（ 7.3 16 三井化学＇日（ 11.4 16 Evonik＇独（ 17.1
17 Aventis＇仏（ 7.1 17 Air Liquide＇仏（ 10.7 17 Petro China＇中（ 16.0
18 GE＇米（ 6.9 18 ICI(英) 10.3 18 Yara＇ノルウェー（ 15.8
19 Solvay＇ベルギー（ 6.8 19 住友化学＇日（ 9.9 19 三井化学＇日（ 14.4
20 大日本インキ化学＇日（ 6.7 20 東レ＇日（ 9.9 20 Linde＇独（ 14.0

1999年 2004年 2008年

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

順
位

社名＇国名（
売上高

＇10億ドル（

1 General Electric＇米（ 100.5 1 General Electric＇米（ 152.9 1 General Electric＇米（ 183.2
2 Siemens＇独（ 66.0 2 Siemens＇独（ 91.5 2 Siemens＇独（ 123.6
3 日立製作所＇日（ 62.4 3 日立製作所＇日（ 84.0 3 Samsung Electronics＇韓（ 110.4
4 松下電器産業＇日（ 58.8 4 松下電器産業＇日（ 81.1 4 日立製作所＇日（ 99.5
5 ソニー＇日（ 53.2 5 Samsung Electronics＇韓（ 71.6 5 LG Electronics＇韓（ 82.1
6 東芝＇日（ 41.5 6 ソニー＇日（ 66.6 6 パナソニック＇日（ 77.3
7 Royal Philips Electronics＇蘭（ 38.5 7 東芝＇日（ 54.3 7 ソニー＇日（ 76.9
8 NEC＇日（ 37.2 8 NEC＇日（ 45.2 8 Nokia＇ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ（ 74.2
9 ABB＇ｽｲｽ（ 30.9 9 Tyco International＇米（ 41.0 9 東芝＇日（ 66.2
10 Lucent Technologies＇米（ 30.1 10 LG Electronics＇韓（ 37.8 10 Hon Hai Precision Industry＇台（ 61.9
11 三菱電機＇日（ 29.7 11 Royal Philips Electronics＇蘭（ 37.7 11 NEC＇日（ 42.0
12 Motorola＇米（ 28.4 12 Nokia＇ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ（ 36.4 12 Royal Philips Electronics＇蘭（ 38.8
13 Intel＇米（ 26.3 13 Motorola＇米（ 35.3 13 Intel＇米（ 37.6
14 L.M.Ericsson＇ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（ 23.2 14 Intel＇米（ 34.2 14 三菱電機＇日（ 36.5
15 Samsung Electronics＇韓（ 18.4 15 三菱電機＇日（ 31.7 15 ABB＇ｽｲｽ（ 34.9
16 Northern Telecom＇加（ 17.6 16 シャープ＇日（ 23.6 16 L.M.Ericsson＇ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（ 31.7
17 Electrolux＇ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（ 14.8 17 三洋電機＇日（ 23.1 17 Motorola＇米（ 30.1
18 三洋電機＇日（ 14.7 18 ABB＇ｽｲｽ（ 21.9 18 シャープ＇日（ 28.3
19 Nokia＇ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ（ 14.5 19 L.M.Ericsson＇ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（ 18.0 19 Schneider Electric＇仏（ 26.8
20 シャープ＇日（ 13.7 20 Electrolux＇ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（ 16.4 20 Emerson Electric＇米（ 25.3

1998年 2005年 2009年



【コラム 北日本精機＇株（ 現地人材定着
に向けた取組】

超小型ベアリング製造・世界シェアトップクラスの
北日本精機＇株（は、中国・現地法人＇従業員９約
600名（において、国内生産品と同水準の品質を保
ち、価格競争力のある生産体制を構築。「安くて良
いものをつくるには、社員の定着が必要」という考
えの下、同社は中国事業を基本的にはすべて現
地人材に運営を委任、社員定着のための就業環
境整備を推進＇総経理・副総経理はともに中国人（。

また、「中国事業の成功のためには、現地社会
からの理解を得ることが重要」との考えから、中国
の文化財や景観を記録に残す「文化事業」も实施。

国内拠点は、高度技術を要する受注生産品の製
造、研究・開発のほか、中国現地人材を受入れる
研修の实施など、人材育成をサポート。

15%

5%

47%

5%

8%

35%

10%

11%

10%

55%

8%

10%

30%

10%

7%

18%

68%

10%

10%

26%

14%

0% 20% 40% 60% 80%

基礎研究

応用研究

製品開発

ソフト開発

プロセス技術

加工技術

適合技術

5年前(n=177)

現在(n=213)

5年後(n=213)

概要版に使用

40%

24%

13%

28%

18%

21%

5%

35%

32%

16%

31%

23%

27%

6%

34%

43%

17%

32%

25%

34%

9%

0% 20% 40% 60% 80%

基本設計

応用設計

外装部品等の設計

現地部品・素材の評価

試験検査

CAD/CAMの図面作成

制御ソフトの開発

5年前(n=174)

現在(n=206)

5年後(n=211)

概要版に使用

81%

72%

69%

55%

47%

24%

21%

10%

0% 100%

コスト削減につながること

自社の国内品質基準を満たすこと

安定的な供給ができること

納期遵守が徹底していること

自社の現地市場向け品質基準を満たすこと

自社の技術漏洩リスクへの対策が整うこと

調達部品等の性能評価が出来る環境が整うこと

現地地場企業の情報が豊富にあること
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＇世界最適生産体制の構築に向けた現地資源の活用（

新興国市場ニーズへの対応や価格競争力を高めるため、海外現地拠点では、製品
開発や応用設計＇モデルチェンジ（等の現地化を進める動きがみられる。また、地場企
業からの調達を進める動きも見られるが、調達要件をみると、コスト削減、安定供給に
加え、自社国内品質基準を満たすことを要件としている回答が多い。現地生産を進め
る上で、満たすべき品質水準をしっかりと見極め、現地市場で求められる価格と機能・
性能、信頼性等の品質の組み合わせを逸脱しないようにしていくことが重要である。

【図表2-15 現地地場企業からの調達方針】

【図表2-16 現地地場企業から調達する要件】

【図表2-14 現地における開発・設計活動】

資料９経済産業省調べ (10年1月)

＇グローバル化するものづくりを支える現地のひとづくり（

業績が堅調な企業ほど、現地人材の定着に向けた取組を行っている。海外拠点の能
力を最大限に発揮させ、事業活動の成果を高めるためには、人事評価制度や昇進制度
を導入、明示していくとともに、現地経営トップをはじめとする幹部への登用や現地法人
への権限委譲を進め、現地人材のモチベーションを高めていくことが重要である。

【図表2-17 現地人材の定着に向けた取組】

写真９超小形ベアリング
資料９経済産業省調べ (10年1月)

写真９上海現地法人

34%
16%

8%

48%
55%

39%

8%
18%

28%

10%
11%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5~10年前

現在

5年後

調達しない 汎用部品等は調達

基幹部品も調達 すべての部品を調達
(n=499)

概要版使用

12%

25%

15%

2%

15%

9%

15%

16%

2%

22%

16%

4%

27%

47%

31%

4%

26%

18%

29%

30%

3%

40%

32%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

透明性の高い人事評価制度の導入

同業企業の水準を考慮した

給与水準の設定

現地法人における昇進制度の明示

日本本社勤務や経営幹部

へのキャリアパスを明示

成果の高い現地人材に対する

顕彰．褒賞

成果の高い現地人材の留学支援、

海外研修への派遣

現地法人への権限委譲を推進

現地人材の現地法人幹部への

積極的登用

現地人材の日本本社勤務や経営幹部

への積極的登用

日常業務の中でのOJTの充实

社内勉強会や外部研修など

Off-JTの充实

現地産業界や教育機関との連携 全体(n=1,612)

業績堅調企業(n=234)

＇n=629（
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〔海外移転の理由について〕
ü 海外へ進出する理由は、①マーケットが存在し、消費地に近いこと、②安価な人件費が

確保できること、③電力、販売、物流を含めたインフラが整備されていること。
ü 経済性（人件費等の生産コスト）や市場近接性の観点から汎用製品については海外製

品・販売を行っている。

〔海外展開の方針について〕
ü 本社機能や研究開発拠点、マザー工場（新製品の試作品・基幹部品の製造を担う高付加

価値工場等）は国内に残しており、現時点でこの機能を海外に移転する予定はない。
ü 技術流出を防ぐために国内に生産拠点を残すべき。重要な技術に関して、海外展開する

としても、資本のマジョリティをとっているなど技術流出の恐れがない場合に限られる。
ü 欧米が成長分野の研究開発や工場誘致等に対する補助金・税制措置、新興国が生産工場

の誘致等に対する補助金・税制措置を国策として支援している中、生産機能を国内に維
持することが難しくなりつつある状況と認識している。

〔国内の立地環境について〕
ü 環境規制、法人税、為替、独占禁止法規制などの競争環境の面においてイコールフッ

ティングが重要。イコールフッティングが達成されない場合、海外に拠点を移転せざる
を得なくなる可能性がある。

ü 国内は税金が高く、フレキシブルな雇用体系が取れない。投資環境も新興国に比べて
劣っているほか、為替レートについても収益を圧迫している。

ü 日本に生産拠点等を残すためには、設備投資や研究開発に係る支援（補助金・税制措置
等）や、競争力の源である人材力とそれを支える教育システムの継続的かつ戦略的な取
組が必要である。

〔国内拠点の意義について〕
ü 一定規模の需要の存在、質の高い人材、ものづくり基盤が整備されていること等から、

当面、本社機能や研究開発機能やマザー工場の機能は維持していく。
ü 中小企業などが有する優れた生産技術、管理が今後も日本国内に保持されるのであれば、

国内拠点を維持することができる。
ü 取引先企業の得やすさや他企業等との連携のしやすさ、集積による技術の得やすさが国

内拠点のメリット。

＇グローバル事業展開下における国内拠点に係る企業の認識（

昨今の企業の海外展開に関して、主要企業の声を確認すると、海外展開を進める中
で、人材、集積等ものづくり基盤が整備されている国内拠点の意義は認識しつつも、
国内の立地環境面をはじめとして課題を抱えていると考えていることが分かる。

【図表2-18 海外展開に係る製造企業の声】

資料９経済産業省調べ (10年4月)



12%

9%

15%

7%

56%

14%

23%

19%

9%

22%

11%

45%

15%

24%

23%

17%

32%

16%

39%

11%

20%

0% 20% 40% 60%

量産より技術開発領域の

比重を高め、技術水準を牽引

技術の効率的開発のため、基幹

的生産技術・機能を国内に集約

海外拠点への積極的技術移転

海外拠点同士が自立的に

技術移転するよう支援

製品別のすみ分け

工程別のすみ分け

＇垂直的分業（

同じ製品の中で

技術水準別のすみ分け

5年前(n=514)

現在(n=571)

5年後(n=581)

概要に使用

【コラム ヤマザキマザック(株) 世界市場に対応
するための国内外開発体制の整備】

工作機械大手のヤマザキマザック＇株（は、「求め
られる製品を顧実の近くで迅速に開発、生産、提
供する」という方針の下、世界各地のニーズ抽出
や現地市場の特定需要向け設計・開発は需要地
に近い拠点が实施。例えば、米国市場において需
要がおう盛な油田向け機械は、米国拠点が開発。

国内拠点は、生産面では、基幹部品であるNC装
置やボールネジを一極生産、世界の各拠点に供
給。開発面では、全機種共通の基本規格の設計
や、世界各市場向け設計・開発内容を管理・統括。

同社は、存在感を増す新興国企業等との競争激
化も踏まえ、本社の開発機能の強化を推進。製品
開発スピードを高めるため、2009年秋に試作機開
発や生産ノウハウ・技術の確立を担う「World R&D 
Center」を設置、国内に分散していた開発拠点や
人材を結集。

【コラム ＇株（小松製作所 国内拠点における協力
企業との連携の重要性】

「カイゼンという名の畑を共に耕し、10年先を見据
えた開発を共に進める」。売上高の約７割を海外が
占める建設機械大手の＇株（小松製作所は、基幹部
品であるキーコンポーネントを国内一極で生産。

キーコンポーネントは建設機械の性能、排ガス機
能、燃費効率を左右する中核部品群であり、その開
発・生産には高度なすりあわせ技術を要するため、
国内協力企業との中長期的な連携が不可欠。

すそ野企業を含めたサプライチェーン全体の技術
力の底上げのため、協力企業に対する技術指導は
日常的に实施。また、同社内で实施する若手社員
や管理職クラス向け研修への協力企業社員の受入
れも实施。
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＇グローバル事業展開下における国内機能の役割（

国内拠点は研究開発、基本設計、知財管理等の機能を始めとする基幹的技術・機能
を集約し、グループ全体の技術水準をけん引する役割を強めていく傾向にある。一方
で、国内拠点と海外拠点は補完的な関係から代替的な関係に移る傾向が見られるも
のの、すみ分けについては戦略が見えにくい。国内拠点の強みをいかしながら内外拠
点の役割分担を最適化し、グローバル市場を効果的に獲得していく視点が重要となる。

【図表2-19 生産面における国内拠点の役割】

資料９経済産業省調べ (10年1月)

写真９World R&D Center

【図表2-20 開発・生産に係る各機能のうち今後
国内拠点を重視する割合＇回答上位４件（】

【図表2-21 海外拠点生産と国内拠点との関係】

小松製作所のグローバル生産における基本方針

1.本体組立ては需要の大きい地域で行う

2.キーコンポーネント＇エンジン、油圧機器、モーター
等（は日本で一極集中生産

3.商品開発機能を有する工場による開発部門と生産
部門の一体化ならびに海外生産工場のレベル向上

資料９同社ホームページから経済産業省作成

資料９経済産業省調べ (10年2月)

機能・工程 回答割合
基礎研究 86.8%

応用研究 86.7%

基本設計 85.9%

知財管理･活用 84.8%

製品開発･企画 84.6%

23%

24%

31%

12%

19%

15%

14%

14%

14%

14%

16%

12%

36%

26%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5～10年前

現在

5年後

代替的関係 やや代替的関係

どちらとも言えない やや補完的関係

補完的関係

(n=349)

＇n=787（



日本 中国 インド 韓国 香港
シンガ
ポール

アジア地域統括拠点 10% 42% 10% 2% 13% 16%

製造拠点 1% 64% 14% 2% 2% 2%

Ｒ＆Ｄ拠点 21% 33% 20% 4% 2% 8%

バックオフィス 8% 39% 19% 2% 9% 15%

物流拠点 3% 63% 8% 2% 6% 11%

金融拠点 10% 30% 9% 4% 23% 21%

販売拠点 7% 50% 7% 4% 13% 11%
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＇我が国の立地環境（

我が国のものづくり力を維持・強化していく上で、国際的な視点から我が国の立地競
争力を高めていくことが課題となる。我が国の投資先としての魅力について、「研究開
発環境」、「インフラ整備」、「外国人の生活環境」などにおいて優位性がみられる一方
で、「事業活動コスト」などに対する評価が低い状況にあり、近年、アジア諸国の中で
地位が低下している。

【図表2-23 拠点機能ごとに、アジア地域で最も魅力を感じる国・地域】

備考９①欧州、北米、アジア国籍企業＇日本進出済み企業含む（を対象としたもの＇2007年度９209社、2009年９180社（。

②主要５か国の数値のみ抽出。
②拠点機能ごとに国・地域を０つ選択し、百分率で記載＇無回答等除く（。
③赤いマークは、拠点機能ごとに０位の国・地域を表す。

資料９経済産業省「欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査」＇2007年度、2009年度（

日本 中国 インド 韓国 香港
シンガ
ポール

アジア地域統括拠点 23% 18% 8% 4% 20% 16%

製造拠点 3% 62% 12% 5% 5% 2%

Ｒ＆Ｄ拠点 30% 25% 16% 4% 6% 9%

バックオフィス 15% 24% 15% 5% 15% 12%

物流拠点 11% 41% 8% 7% 13% 9%

金融拠点 - - - - - -

販売拠点 - - - - - -

＜2007年度調査＞ ＜2009年度調査＞

【図表2-22 投資環境項目別のアジア地域で最も魅力を感じる国・地域】

備考９①）０９人件費、不動産価格、物流コスト、通信コストなど。
）１９交通・エネルギー、上下水道、情報通信など。

②欧州、北米、アジア国籍企業＇日本進出済み企業含む（180社を対象としたアンケート。
③要素ごとに国・地域を一つ選択する設問で、回答企業数を記載。

④赤いマークは、投資環境項目ごとに第一位である国・地域を表す。
資料９経済産業省「欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査」＇2009年度（

日本 中国 インド 韓国 香港
シンガ
ポール

０－市場の大きさ 9 120 13 0 1 4

１－市場としての成長性 2 114 22 1 2 2

２－拠点機能の集積 15 78 13 1 8 13

３－研究開発環境の質・能力 27 27 21 6 4 12

４－地理的要因 13 45 16 3 15 26

５－資金調達・金融環境の充实 21 28 13 4 27 14

６－優秀な人材の獲得 26 29 28 6 9 23

７－事業活動コスト＇）０（ 0 74 32 3 4 3

８－法人税率 1 25 6 1 18 16

０／－優遇措置などのインセンティブ 3 28 8 3 6 17

００－知財等の法整備の充实 16 16 15 9 11 16

０１－事業規制の開放度 16 24 11 5 19 17

０２－インフラ整備＇）１（ 43 36 7 3 6 23

０３－外国人の生活環境 28 20 6 2 22 23



【コラム デジタルカメラの国際標準化における視点】
デジタルカメラのフォーマット＇情報記録方法（の規

格は、日本が事实上の国際標準を獲得。技術面で標
準獲得に貢献した企業の一社であるキヤノン＇株（は、
デジタルカメラの市場拡大を優先し、開発費用の持ち
出しになるが、自社開発規格の標準化を積極的に提
案、それが日本規格のベースに。ただし、フォーマット
の標準化においては、技術の発展余地がある画素数
と撮像素子＇光をデジタルに変換するためのセン
サー（の大きさを、あえて標準化せず、強みである光
学技術を発揮できる競争環境を確保。それが我が国
のデジタルカメラ産業の競争力の維持に貢献。 20

標準・基準等によって事業活動に支障を来す企業もみられるが、その影響はコスト上
昇、対応方策も設計の見直しなど、総じて受動的にとらえている企業が多い。技術競
争が国際的に激化する中で、自社の強みの囲い込みや、国際スタンダード化に取り組
まないことによる機会損失を十分認識し、人材育成を含め、優位な競争環境を確保・
構築していくことへの理解と取組が求められる。

＇強みをいかした事業戦略の再構築～優位な競争環境の確保 ②国際標準の獲得（

【図表2-26 標準等により生じる
影響】

【図表2-28 対応を進める上
での課題】

【図表2-27 他国の標準等
への対応内容】

資料９経済産業省調べ＇10年1月（

【コラム 抗菌試験方法の国際標準化の取組】
1990年代から国内市場が急拡大した抗菌製品は試

験方法が未整備であり、抗菌製品企業や有識者等
からなる抗菌製品技術協議会を中心に、2000年に
JIS化。今後拡大が期待される海外市場における適
正な市場の形成、 JISの資産の活用、世界を先導す
る競争力の維持・強化のため、抗菌加工技術の評価
方法についてISO取得に着手。ISOに影響力ある欧州
研究機関に対しJISを紹介し啓発。また、ISO推進責
任者＇会員企業社員（への積極的活動支援＇責任者
が取組に専念できるような人事上の配慮のとりつけ
等（も功奏し、37ヶ月の短期間で正式承認を獲得。

技術流出は、製品のみならず人＇従業員や退職者等（からの流出が多い。事業活動
のグローバル化が進展する中においても、海外拠点における対応・取組は、国内拠点
に比べて総じて低い状況にあり、意図せざる技術流出を防ぐ対策を一層講じていくこと
が重要である。

＇強みをいかした事業戦略の再構築～優位な競争環境の確保 ①技術流出の防止（

【図表2-24 技術の流出経路】 【図表2-25 技術流出防止に向けた取組】

資料９経済産業省調べ＇10年1月（
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【コラム 三菱重工業＇株（ サービスなど下流ビジネスの強化に向けた取組】

三菱重工業＇株（は、原動機に関する海外大型プロジェクトの受注獲得強化
のため、営業活動のみならず原動機の運転・制御、保守サービスの強化を推
進。2009年４月には欧州機械保守大手企業の買収等により、サービス拠点を
世界各地に整備。サービスの強化によって、使用時に渡る顧実満足度を高め、
製品価値の更なる向上を实現。同社への収益面での貢献も期待。

21

＇強みをいかした事業戦略の再構築～収益獲得源の多様化（

メンテナンス、オペレーション等のサービスや、これまでグループ内への供与が中心
である知財や技術の活用等を通じた収益確保を進める動きもみられはじめている。モ
ノの製造・販売する前後の領域も活用し、収益に結びつける視点が重要である。

【図表2-29 収益獲得源多様化の取組】

資料９経済産業省調べ
＇10年1月（

【図表2-30 技術貿易における親子間取引の状況】

資料９総務省「科学技術研究調査」

＇現状は海外子会社への技術輸出が中心（

国内展開

今後、アジアをはじめ途上国で需要の高まりが見込まれるインフラ整備に対しては、
製品卖体の製造販売を超えたビジネスモデルの構築が重要となる。個別製品や技術
に強みを持つ我が国製造業は、自社の事業領域の再定義や、様々な事業者との連携
を進めることにより、ビジネスチャンスを確保していくことが求められる。

＇強みをいかした事業戦略の再構築～システムとしての取組（

資料９アジア開発銀行

【図表2-31 アジア地域で必要な
インフラ投資額＇2010～2020年（】

＇分野（

【図表2-32 水ビジネス市場における国内外企業の位置付け】
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伝統的工芸品産業は、近年の安価な輸入品の増加や、消費者の認知度の低さ等から、生産額、従業者数
は、ともにピーク時の２分の０程度にまで減尐。このような中、経済産業省では、関係機関と連携を図りながら、
①需要開拓のための各種の展示会を通じた情報発信や海外販路開拓、②伝統的工芸品のブランド価値の向
上、③産地における後継者の確保・育成に向けた取組に対する支援等を通じて、産地の作り手が先達から受
け継いできた技術・技法を将来に継承するための環境整備を推進。

①海外販路開拓の推進
高い技術と品質を誇る日本の伝統的工芸品は、国内市場はもとより、

世界に向けて情報発信を行い、新たな販路を開拓していくため、総合的
な情報発信と、現地の流通ネットワークを構築することが重要となってい
る。経済産業省では、海外市場、特に成長著しい中国の富裕層をターゲ
ットとした販路開拓を支援すべく、09年11月から10年2月末まで、上海で
「日本生活美学極品展」を開催、職人とデザイナーがコラボレートした食器
等190点を3ヶ月にわたり展示＇約2万人の来場者（するとともに、商談機会
も積極的に設ける等幅広いプロモーションを展開。

②伝統的工芸品のブランド化の推進
地域団体商標の活用＇全国に211存在する指定品目のうち、90品目の

産地が地域団体商標登録９2010年3月末日現在（に加え、＇財（伝統的
工芸品産業振興協会が、産地の協同組合等に対し、製造技術・技法や、
原材料を含む総合的な完成度についての検査をクリアした製品に貼付
される“手作りの証”である、「伝統マーク」を活用した「伝統証紙」の伝統
的工芸品への貼付を推進し、ブランド価値を高める取組を实施。

③後継者確保・育成事業の支援
「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」に基づき、伝統的工芸品の後継者の確保・育成のために、産地が
实施する事業費の一部を補助。産地の従業者の技能向上を目的として、製造協同組合等が实施する研修事
業の支援に加え、2009年度からこれに加え、伝統的工芸品づくりに関心のある学生や社会人等を産地の従業
者として育成するための研修事業も支援対象化。 22

＇強みをいかした事業戦略の再構築～製品価値の訴求力を高めるための取組（

我が国の文化・感性等を活かし、安易な価格競争に陥らないように製品価値の訴求
力を高める工夫・取組を進めることも重要である。

【コラム 日本ブランド発信の取組】

＜Japan Fashion Week＇JFW（＞
国内中小

企業の手掛
ける繊維素
材やデザイ
ナーの作品
を発信。効
果的な商談
会や一般消
費者向けショー等も实施。

写真９第9回JFW

【コラム ブランドによる新興国市場の開拓】

０－ピジョン＇株（
＇育児用品。中国でのほ乳びんトップシェア（

富裕層向け高級品を投入するブランド戦
略を推進。入念な代理店教育、店頭＇ピジョン
コーナー（での売り場作りが奏功。

１－＇株（資生堂
＇化粧品、中国でのトップクラスのシェア（

店頭でのカウンセリング販売により高級ブランドとしての地位を
確立。その後、消費者の所得に応じた製品開発、販売網の開拓
を順次展開。

【コラム 人間工学を製品設計に導入】

ヤマザキマザック＇株（は、デザイナー・奥山
清行氏と提携し、工作機械の使用者の疲れや
ストレス軽減のために、人間中心の視認性・操
作性を備えた機種を開発。具体的には、使用
者の身長に合わせた調整が可能な操作画面
の設置、段取り作業時の視認性向上のため
オペレータドアの窓の拡張など。性能が優先
されがちな工作機械において、新たな
顧実価値を追求。

写真９工作機械
「HYPER VARIAXIS 630」

＜TOKYO FIBER SENSEWARE＞
繊維の新たな活

用や可能性を追
求、一流クリエー
ターによるこれま
でにない切り口で
可視化した作品を
紹介。テクノロ
ジーを全面に
出し、世界に向けて日本の高機能・高
付加価値繊維の情報を発信。

写真９TOKYO FIBER

写真９「ピジョン・コーナー」

【コラム 伝統的工芸品産業 ，海外販路開拓・ブランド化・後継者確保，】

写真９上海で行われた「日本生活美学極品会」
での展示品の例＇左（と、展示会の様子＇右（

写真９伝統マーク＇左（と、伝統証紙を貼付した
伝統的工芸品の例＇右（
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【コラム ＇株（堀場製作所 日本人従業員のグローバル人材育成】

計測器大手の＇株（堀場製作所は、日本人若手社員を海外グループ会社に０年間派遣する研修を1980年代
から实施。

同社は、1990年代後半からの相次ぐ欧州企業の買収等により、海外事業が急拡大＇売上高及び従業員数の
半数は海外（、日本人社員の国際化が大きな課題として顕在化。

研修では、部門を問わず毎年10名程度の若手従業員が、海外グループ会社での業務・研修に参加、海外で
のビジネスや生活を体験＇08年時点の研修派遣人数９米国56名、欧州54名、アジア8名の計118名（ 。

研修効果としては、①研修受講社員の帰国後の海外業務へ意欲向上、②将来の事業のグローバル展開を
担う人材の確保＇同社役員の７割が海外赴任経験者（、③研修受講者が国内拠点と海外拠点との橋渡し役と
なり、拠点間の連携が深化、など。

事業活動のグローバル化に伴い、国内人材の国際化やグローバルに活躍できる幹
部人材の育成の重要性は高まっている。海外情勢・市場に精通するとともに、海外拠
点との連携を深めていくためにも、グローバル人材の育成もますます求められる。

＇グローバル化するものづくりを支えるひとづくり（

【図表2-33 人材の国際化に向けた重要分野・課題】

資料９経済産業省「日本企業が人材の国際化に対応している度合いを測る指標」(2009年３月)
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<「特に重要な分野」と回答した企業割合>

<
>
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将来、市場として有望だから
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第２節 変化に対応し次世代産業を構築していくための製造業の取組

＇次世代を見据えたものづくり産業の動向（

市場としての有望性、既存事業における経営資源の活用などを背景に、企業が積極
的に次世代産業へ参入し、事業を拡大していく姿勢が見られる。また实際に、幅広い
業種から、異分野・新分野へ参入する動きが見られる。

【図表2-34 次世代産業の見通し】

【図表2-36 参入業種の拡がり＇自動車の例（】
【コラム 土佐和紙からリチ
ウムイオン電池市場へ】

昭和33年に創業した高知
県の廣瀬製紙(株)は、和紙
の手漉きの技術を応用して
合成繊維の製造を手掛け、
アルカリ電池のセパレーター
で国内トップシェア＇５割（を
誇る。手漉きの技術を更に
応用して、高性能フィルター、
二次電池セパレーターの技
術開発に取り組んでいる。

同じく高知県で、昭和16
年に創業したニッポン高度
紙工業(株)も、同様に手漉き
の技術を基礎に研究開発を
行い、アルミ電解等コンデン
サ用セパレーターのメーカー
として、国内で８割、海外で６
割のシェアを誇る。現在は、
リチウムイオン電池用セパ
レーター市場に参入すべく、
取組を進めている。

【図表2-35 次世代産業参入の背景】

資源・環境問題の高まりや尐子高齢化等の構造的変化は新たな市場ニーズを顕在
化させるなど、我が国製造業にも大きな影響を与えている。こうした変化に柔軟に対応
し、新たな雇用と需要を創出する次世代産業を構築していく上で、強みを活かした製造
業の新たな取組が重要となる。
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既存自動車＇輸送用機械器具（ n=68

次世代自動車＇ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車（ n=128

＇新たな取引・連携関係（

次世代産業においては、中核部品メーカーや素材メーカーの影響力が強まる等、従
来の取引関係に一定の変化が生じている。中核技術を押さえるなどして、戦略的に取
引関係を構築していくことが重要である。

次世代産業への参入に際しては、従来は取引関係が生じていなかった者の間にも
新たに取引関係が生じている。また、共同研究開発など、多様なプレイヤーと連携す
ることによって成果が生み出されている。従来の取引関係などにとらわれず、大学や
企業など多様なプレイヤーと連携していくことが重要。

【図表2-37 影響力を持つ担い手の変化】

【コラム 次世代技術の主導権獲得への取組】

ＧＳユアサコーポレーション(株)＇以下、ＧＳユアサ（は、車載用リチウムイオン電池を手掛ける子会社とし
て、三菱自動車(株)と共同で「(株)リチウムエナジージャパン」を、本田技研工業(株)と共同で「(株)ブルー
エナジー」を設立した。いずれも、ＧＳユアサが、51%の出資を行い、電池専業メーカーとして主導権を握っ
ている。ＧＳユアサでは、車載用リチウムイオン電池について、新車搭載用の電池に加え、交換用バッテ
リー市場の獲得も狙い、積極的に保守・修理に係る人材育成に努めている。また、リチウムイオン電池の
素材や構造等の中核部品・技術について、戦略的に特許を取得し、その保護に努めている。

【図表2-39 直近3年間の共同研究開発の相手】【コラム 地域ぐるみでＰＨＶを開発】

広島県にはマツダ(株)の関連企業が集
積しているが、近年は、自動車のカーエ
レクトロニクス化に対応すべく、(財)ひろ
しま産業振興機構が「ひろしまカーエレク
トロニクス推進センター」を設置し、研究
開発等に取り組んできた。

そうした取組の延長として、09年11月、
産業振興機構では、将来的な事業化を
目指し、県内自動車部品メーカーや大学
などと共同でプラグインハイブリッド自動
車の開発に取り組むこととした。当事業
では、プラグインハイブリッド自動車の開
発に加えて、家庭用太陽電池を電源とす
る「低炭素化モデル」の開発も視野に入
れている。県内の自動車部品メーカー、
大学、住宅関連企業など幅広いプレイ
ヤーが相互に連携しながら、変化に柔軟
に対応すべく取り組みを進めている。
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【図表2-38 リチウムイオン電池関連の特許出願動向】
日米欧中韓
への出願数

資料９経済産業省調べ＇10年1月（
資料９特許庁「平成21年度特許出願技術動向調査報告書」
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＇次世代産業に向けた研究開発体制の見直し（

企業等の研究費は、08年度に9年ぶりに微減となったものの＇13兆8千億円→13兆6
千億円（、引き続き積極的に研究開発に取り組んでいく姿勢が見られる。また、研究開
発テーマの内容としては、中期的収益獲得を目指そうとする傾向が強まっている。

【図表2-41 研究開発テーマの構成】

【コラム 事業部横断組織を設置して総合力を発揮】

三菱重工(株)では、既存事業の強みを活かしつつ、
エネルギー・環境分野の新事業を拡大するため、
2008年に、事業部横断組織「エネルギー・環境事業
統括戦略审＇以下、統括戦略审（」を設置した。従来
から、三菱重工業(株)は、幅広いエネルギー・環境
関連技術を有しているが、それぞれの技術はこれま
で各製品の事業部毎に個別に蓄積されていた。統
括戦略审は、社会や顧実の新しいニーズを発掘す
るとともに、こうしたニーズに対応する技術を各事業
部から統合して商品として企画し、製品開発プロジェ
クトに移行させるコーディネート役を担っている。こう
したミッションを踏まえて、統括戦略审のメンバーは、
ビジネス感覚だけのある営業マンや最先端の技術
者ではなく、ニーズと技術の双方に通じた“ビジネス
感覚があるエンジニア”を中心に構成されている。

【コラム 社内の連携強化に向けて】

旭化成グループでは、従来は、直接は製品化に結
びつかない研究開発は持ち株会社である旭化成
(株)が、事業に関わる研究開発は子会社たる事業
会社で取り組んできたが、グループ全体での次世
代製品開発に取り組むため、グループ全体の資源
を集中させる重点分野を設定した。具体的には、
①電子部品への広がりが期待される“化合物半導
体の薄膜技術”、②照明や太陽光発電など、集光
したり発光したりする分野の効率を高める物質表
面の技術である“ポリマー表面加工技術”、の１つ
を重点分野として設定し、2010年1月から、事業会
社横断的に研究開発に取り組んでいる。体制とし
ては、技術を俯瞰できる技術フェローと事業家の視
点で開発を推進できる事業会社社長の１人をトップ
に据え、技術と事業の両側面から、事業横断的な
検討を開始している。

企業においては、次世代産業を見据えて、積極的に人材育成に取り組んでいる。加
えて、研究開発資源の統合や、研究開発部門と他部門等との適切な連携を図るべく
体制整備に取り組むことも重要である。

【図表2-42 实施している組織・人材に関する取組】

【図表2-40 研究開発費の推移と見通し】
※研究開発テーマの構成を0～10で数値で数値化したもの。
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資料９経済産業省調べ＇10年1月（
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＇次世代産業創出を加速させるための取組（

次世代産業に対する資金的な支援や实証实験など、世界に先駆けて次世代産業を
育成するための環境整備に取り組むことが重要である。

27

○ 「ＥＶ・ＰＨＶタウン構想」とは、電気自動車＇ＥＶ（、プラグインハイブリッド自動車＇ＰＨＶ（の本

格普及に向けた实証实験のためのモデル事業。

○ 電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の初期需要を創出するために、モデル地域を選定

し、自治体、地域企業等とも連携して、初期需要の創出＇ＥＶ、ＰＨＶの導入（、充電インフラの

整備、利用時のインセンティブ導入、普及啓発・効果評価等の環境整備を集中的に行い、普

及モデルの確立を図り、日本全国への展開を目指す。

ⅎḢὕ ᷂Ḣ ὕ ᷂Ḣ

ˬ Ʋ

ẞ′

Ʋ Ʋ ˝ Ʋ

Ʋˬ ↑Ʋ ῴ

ＥＶ・ＰＨＶタウン实証事業

急速充電器の整備により航続
距離に対する不安感を解消

公用車、営業車などへの導入

次世代産業の生産拠点形成に向けた動き

ü現在、世界主要国において、低炭素型産業を中心とした次世代産業の生産拠点の形成に向

けた支援が行われている。

＜欧米各国の動き＞
○ 米国９高効率の電池及びその部材などの工場立地に対し、費用の50％を補助し

立地を促進＇総額約1900億円（

○ 英国９電気自動車や車載用リチウムイオン電池工場の国内建設に対する補助及び融資

を实施 等

○我が国においても、低炭素型の国内立地を支援すべく、「低炭素型雇用創出産業立地推

進事業費補助金」＇2009年度第１次補正予算約297億円（を計上し、低炭素型産業の国内

集積に努めている。

【コラム ドイツにおける電気自動車の普及に向けた環境整備】

ドイツ政府は、2009年8月に、電気自動車の研究開発及び環境整備を加速化するため、「国家エレク
トロ・モビリティ計画」を発表した。

同計画には、リチウムイオン電池等の電池技術の開発推進のため、研究開発の支援策のほか、实
証实験の实施、充電インフラ設置の促進などの環境整備策が盛り込まれており、2020年までに100万台
の電気自動車を实用化することを目標値として掲げている。

ドイツでは、各地で電気自動車の普及に向けたプロジェクトが進行しており、ベルリンでは、ダイム
ラーと電力会社のＲＷＥが共同して、「e-mobility ベルリン」を实施している。同プロジェクトにおいて、ダ
イムラーは自社ブランドから電気自動車を100台以上提供するほか、ＲＷＥは約500ヶ所の充電施設の
設置・運営を手掛ける。こうしたインフラ整備を踏まえ、2010年には、ダイムラーにおいても電気自動車
の量産開始を予定している。
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○ニーズを市場に変える「アクセシブルデザイン」

共用品のアクセシブルデザイン＇高齢者や障害者にも利用しやすい製
品設計（については、業界団体である共用品推進機構が中心となって
国際規格の全体像の検討、規格案作成、新規提案等の国際標準化活
動を継続的に实施している。こうした取組により、共用品市場は拡大を
続け、07年度には２兆１千億円＇前年比７%増（と推計されている。

社会的課題の高まりに応じた潜在的な市場ニーズの広がりに対して、企業活動を活
用して新しい市場を創出するため、標準化等への取組が重要となる。

○生活支援ロボットに関する取組

経済産業省においては、2009年度から、「生活支援ロボット实用化プロ
ジェクト」を開始した。中長期的に人材不足の時代を迎えるにあたり、様々
な場で生活支援ロボットの活用ニーズが高まっている。こうした場面では、
人との接触度が高くなり、一層の安全性確保が必要となるが、ロボットに関
する対人安全の技術基準・ルールは未整備で、開発リスクが高い。

「生活支援ロボット实用化プロジェクト」においては、生活分野における
サービスロボット普及の課題である対人安全性の技術や基準・検証手法を
確立させ、国際標準化を目指している。こうした取組により、これまで安全
の基準やルールが分からず進まなかった生活支援ロボットの開発が加速
化することが期待される。

製品の複雑化や制御等の電子化が進展する中、製品設計段階において安全確保に
向けた取組は、生産過程におけるプラスの効果や、事後対応ひいては社会的信頼の
向上にもつながる。

【図表2-43 製品設計段階における安全確保に向けた取組による効果】

資料９経済産業省調べ＇10年1月（

 

 



0

1

2

3

4

5

6

90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 ＇年（

液化天然ガス

石炭

鉄鉱石

非鉄金属鉱

原油及び粗油

第０位 第１位 第２位 3カ国合計

中国 インド ブラジル

96.8% 2.2% 0.5% 99.5%

中国 ボリビア 单ｱﾌﾘｶ/ﾛｼｱ

90.9% 2.4% 各1.6% 94.9%

中国 ロシア カナダ

81.0% 4.1% 3.4% 88.6%

中国 韓国 日本

50.0% 14.2% 10.0% 74.2%

中国 インド アメリカ

54.5% 14.5% 6.9% 76.0%

中国 メキシコ ペルー

61.6% 16.4% 13.2% 91.2%

＇卖位９トン,％（

レア・アース

アンチモン

タングステン

インジウム
(注)

バリウム

ビスマス

62.1 

53.8 

51.3 

39.3 

35.8 

29.3 

27.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

原材料となる

資源の調達力の違い

総コストに占める

輸送コストの違い

設備投資資金力の違い

生産プロセス等における

使用燃料の違い

代替材料の開発力の違い

生産プロセスの省エネ・

省資源性に関する技術力の違い

省エネ・省資源性の高い製品に

関する技術力の違い

＇％（

29

第３節 資源環境制約への対応が求められる我が国製造業

＇資源制約の企業活動への影響及び克服に向けた取組（

昨年、国際市況が大幅に変動した後、資源価格は上昇傾向にあり、製造業の原価
比率は高水準。また、中国等の資源確保に向けた動きも活発化している。国際市況の
大幅な変動を経て資源制約を克服するための調達環境は変化し、調達力の有無が国
際競争力を左右させる局面を迎えており、企業による対応も進展している。

【図表2-44 各種原材料価格の変動と出荷額に占める原材料比率】

新興国の需要増に伴う資源・エネルギー消費の拡大、地球温暖化等の環境制約の
高まり等は、グローバル市場や製造業各社の競争戦略に影響を及ぼす局面を迎えて
いる。我が国製造業が技術的優位性を背景にプレゼンスを発揮するためには、市場別
マーケティングの实施と保有技術の多様なニーズへの適用化、次代の布石としての技
術力強化に資する人材の育成・確保が欠かせない。

備考９90年=1
資料９財務省「貿易統計」、経済産業省「工業統計調査」

【図表2-45 資源価格上昇による
国際競争力の低下要因】

資料９経済産業調べ＇09年12月（

レアメタルは、IT関連製品や次世代自動車をはじめとする高付加価値・高機能製品
の製造に必須の素材であり、その安定供給は我が国製造業の国際競争力の維持・強
化の観点から極めて重要である。特に、レアアースは生産の８割以上が中国に偏重し
ており、同国の資源保護政策による輸出数量制限の強化等の影響は大きい。

【図表2-46 レアメタルの偏在性
＇2009年の鉱物生産量のシェア（】

備考９＇注（地金ベース。
資料: U.S. Geological Survey｢Mineral Commodity 
Summaries 2010｣

【図表2-47 中国の資源保護政策】

資料:経済産業省作成

【輸出数量制限の強化】

，輸出許可証の発給により、輸出可能な者、輸出可能
な数量をコントロール。

， HSコードベースで、400品目以上の品目に数量規制
を含む輸出許可証管理を实施。

，対象品目の輸出数量枞は毎年減尐。

※モリブデン、インジウムは07年6月から対象品目に追加。

＇数量は概数（

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

レアアース(t（ 49,000 45,000 43,500 34,000 31,310

タングステン(t) 16,300 15,800 15,400 14,900 14,600

アンチモン(t) 65,700 63,700 61,800 59,900 58,700

モリブデン (t) ， ， N.A. 26,300 25,500

インジウム(t) ， ， N.A. 240 233

(n=1,158)

90-94年 00-04年 05-08年

製造業計 57.4% 57.0% 61.9%

鉄鋼 59.3% 58.3% 67.0%

化学 45.4% 45.6% 58.1%

一般機械 56.5% 56.3% 59.5%

電気機械 59.8% 61.8% 62.7%

輸送用機械 70.4% 68.8% 70.3%
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【図表2-49 資源価格変動への対応力強化
に向けた取組】

我が国製造業各社は、資源価格変動への対応力強化のため、コスト削減ばかりで
はなく、調達戦略の見直しや技術開発体制の強化に着手。特に、調達先の選別・絞り
込み、調達に係る社内体制の強化の他、サプライヤーとの契約条件の見直し等、平時
には实施してこなかった調達力の強化を図っている。

【図表2-48 資源制約の克服に向けて取り組む方策】

中長期的に高騰が見込まれる資源については、代替材料の開発と活用が進みつつ
あるが、今後の資源確保には官民一体となった戦略的な取組が必要である。

【コラム 化石燃料利用抑制に寄与するバイオプラスチックの代替利用】

自動車メーカーや自動車部品メーカー等による素材転換の動きが進みつつある。「車审空間のオール植物化」
をテーマに共同開発を続けてきたトヨタ紡織(株)、トヨタ自動車＇株（、東レ＇株（は、表皮材に植物由来ポリエステ
ルを、シートクッションパッドにひまし油由来ポリオールを、ドアトリムオーナメント基材にケナフ繊維及びポリ乳酸
を活用することで、审内表面積の約60％にバイオプラスチックを導入した新型車を販売している。ひまし油由来ポ
リオールやケナフ等の活用は、他の自動車メーカーの
製品にも広まってきており、バイオプラスチックは既に
自動車部品に求められる機能を果たす素材としての
位置付けを確立しつつある。なお、トヨタ紡織＇株（では、
中長期的に自動車内装材料の20％＇重量ベース（の
植物材料化を目指している。このように、資源制約下
における自動車部品における素材転換を目的として、
化石燃料利用抑制に寄与するバイオプラスチックの
導入が加速している。

トヨタ自動車新型車「SAI」におけるバイオプラスチック採用部位

【コラム 官民共同によるレアメタルの確保に向けた取組】

カザフスタンにおいて、官民一体となったレアアースの資源確保に係るプロジェクトが動き出し、2009年10月に
開催された「第1回日本カザフスタン経済官民合同協議会」において以下１つのプロジェクトが公表された。

住友商事(株)、＇独（石油天然ガス・金属鉱物資源機構＇JOGMEC（、カザフスタン国営原子力公社カザトムプロ
ム＇以下「カザトムプロム」という。（は、かつて露天掘りで採掘されたウラン鉱石残渣からのレアアース回収事業
を進めており、FS調査を目的とした合弁会社を設立し、カザトムプロム傘下のウルバ冶金工場の既存設備を活
用したレアアース回収事業の事業採算性を検証している。事業採算性が確保できる見通しとなった場合、早けれ
ば2010年度末から、日本におけるレアアース年間総需要の10％程度にあたる年間3,000トンのレアアースの生産
体制を確立していくことを目指している。

また、(株)東芝、カザトムプロムは、採掘中のウラン鉱石の処理廃液からのレアメタル・レアアース回収事業を進
めている。これは、稼働中のウラン鉱山からのウラン抽出後の処理廃液からジスプロシウム、ネオジム、レニウム
等の抽出を対象とした事業であり、現在、両社で合弁事業について検討を行っている。

資料９経済産業調べ＇09年12月（ 資料９経済産業調べ＇09年12月（
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将来的に環境制約が強まることを想定していない

＇％（

環境制約先取り型企業
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＇環境制約の企業活動への影響及び克服に向けた取組（

地球温暖化対策をはじめ、環境制約意識の高まりは、生産部門での対応の加速化、
環境対応型製品へのシフト、資源生産性の高い設備の導入の積極化等、企業戦略に
変化を与えている。企業の環境制約への対応戦略は、企業規模により相違はあるも
のの「後追い型＇受身（」から「先取り型」にシフトしてきている。

【図表2-50 将来的な環境制約を想定した対応】

環境制約後追い型企業

【コラム 管理体制強化による環境制約対応と原
価削減による収益への寄与】

パナソニック(株)エナジー社の和歌山工場では、
「eco ideas 工場９蓄エネルギー商品を省エネル
ギーで生産する工場」というコンセプトの下、生産
工程における省エネシミュレーション技術を導入し
たマネジメントシステムの構築により、CO2排出量
の削減という環境制約対応と、省エネによる原価
削減を实現している。

生産量は増加しつつもCO2排出量を削減すると
いう一見相反した取組は、同社が有する生産技術
と製造現場の強化を専門とする生産技術研究所
の協力という社内の知見の活用により可能となっ
た。マネジメントシステムの構築に当たっては、生
産技術研究所が行った工場内の調査結果を基に、
主要な工程における設備等の最適な運転条件の
シミュレーションが行われた。

なお、和歌山工場では月に０回全社員参加の
「ECO環境部会」を開催し、生産工程における省エ
ネへの取組について意見交換を行っており、生産
工程の改革だけではなく、社員の環境意識をも改
革することで、更なるCO2排出量の削減と省エネに
よる生産性向上への取組を進めている。
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環境制約が自社の競争力を高めると考えている企業が尐なからず存在しているもの
の、中小企業をはじめとした多くの企業にとっては、環境制約を企業経営にとってリス
クであると認識している。

【図表2-51 環境制約が今後の事業運営に与える影響】
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【図表2-52 環境制約が企業経営に与える
リスクに対する認識】
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特に、我が国製造業各社は、生産プロセスの省エネ化や省エネ・省資源製品への製
造シフト、また、これらを支える研究開発への投資額を増加させ、省エネ・省資源性の
向上を中心に自社の競争力を向上させる取組を強化している。

【図表2-55 省エネ・省資源性向上に向けた
投資増加項目＇2009年度投資額＇2008年度比（（】

【コラム 自動車の軽量化を加速するための素材
転換】

新日本製鐵(株)では、衝突安全性と軽量性、良
成形性の２つを兼ね備えた「良成形性超高強度鋼
板」を開発し素材転換を加速させている。同社は、
既存設備を活用し、クロムやニッケル、モリブデン
等のレアメタルを添加せずに、製造プロセス＇製鋼、
熱延、焼鈍（の高度な一貫制御を行うことにより、
通常の高強度鋼板より薄肉であるものの、一定の
品質を担保した強度の高い鋼板の大量生産を可
能にしている。同社が開発した「良成形性超高強
度鋼板」は、種々の成形加工様式に対応でき、自
動車の多種多様な部品で必要となる成形性を確
保することが可能であることから、近年、適用部位
を大幅に拡大させ、受注量が増加している。他社
においても、車体パネルなどでのアルミ部材の適
用、バックドアモジュールや燃料タンクの金属性素
材からプラスチックへの転換、エンジン部品へのマ
グネシウム合金の導入などが自動車の軽量化を
目的として進められており、新素材の研究開発と
製品化競争が繰り広げられている。
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備考９数値は、環境制約先取り型企業の投資増加項目。
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各社は、経営上の課題として、環境制約に対応するための管理体制の強化の他、将
来を見据えた集中的な投資を行っている。我が国製造業各社による2009年度の研究
開発・設備投資総額は減尐傾向にあるが、環境制約への対応に向けた投資は2008年
度の水準を維持する傾向にあり、約２割の企業は投資額を増大させている。

【図表2-53 環境制約の克服に向けた
経営戦略上の具体的方策】

【図表2-54 環境制約の対応に向けた投資の
増減＇2009年度投資額＇2008年度比（（ 】
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また、各社は、化学物質の製造・使用等に関する対応に加え、温审効果ガス排出量の
排出抑制に対応するため、環境制約に対応するための管理システムの構築・改善を進
めている。環境制約への対応は工場卖位から企業卖位への対応へと発展を見せており、
今後は、更なる効率化のために企業間での連携を通じた取組が求められている。

【コラム 事業者間連携による省エネ・省資源性の向上】

シャープ(株)は、亀山工場を上回る省エネ・省資源性を誇る工場を大阪府堺市で2009年10月に
稼働させた。この新堺工場が立地するコンビナート「グリーンフロント堺」には、液晶パネル製造
に係る事業者等の19社が集積しており、その集積効果と事業者間連携により、省エネ・省資源性
の向上をはじめとした生産の高効率化を实現している。

例えば、同社は、コンビナート内のエネルギー使用を「統合エネルギーセンター」で一元管理し、
非効率なエネルギー使用の抑制と未然防止策の水平展開に活用している。また、コンビナート内
では、仕掛品や完成品在庫の圧縮を図るため、生産計画や各工程の生産量などの生産管理情
報が川上の部素材工場から川下の組立工場に至るサプライチェーン全体で一元管理されており、
各工程間は独自の自動搬送システムで連携されている。更に同社は、自社開発のLED照明を全
工場に導入するとともに、各工場の屋上に太陽光発電施設の設置を予定しており、工場の省エ
ネ対策も徹底している。

【図表2-56 環境制約に対応するための管理体制の強化状況】
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＇資源環境制約下での我が国製造業の強み（

我が国製造業は、海外競合企業に比べ、技術開発＇研究開発・製品開発（力や生産
工程における省エネ・省資源に資する技術力等では優位性がある。特に、軽量化・小
型化技術や製品の長寿命化技術など、小資源国という我が国特有の問題を解決する
ために研究・開発された、環境産業において重要な役割を担う省エネ・省資源製品の
開発技術に優位性を持つ。一方、省エネ・省資源性の高い製品の販売シェアを拡大し
ていくためのマーケティング力や人材育成・確保の面では务後している。

【コラム パワーデバイスの革新による
省エネ推進】

三菱電機(株)は、パワーデバイス市場にお
いて、世界トップシェアの实績を有しており、
産業機器から鉄道車両まで幅広い産業分野
での省エネに貢献している。同社は、2006年０
月に世界で初の炭化ケイ素＇SiC（インバー
ターの实証稼動に成功し、2009年11月には更
なる低損失化技術の導入により、従来のケイ
素＇Si（インバーターとの比較で、電力損失約
90％低減を实証した。SiCインバーター技術の
応用範囲は幅広いことから、今後、空調機器、
太陽光発電システム用パワーコンディショナ、
エレベーター等の様々な製品に活用されてい
くことが期待される。

【図表2-57 省エネ・省資源性における
海外競合企業と比較した際の優位性】

パワーデバイス材料として期待されている
SiCを用いたインバーター試作品

＇大企業 n=253（ ＇中小企業n=1,887（
資料９経済産業調べ＇09年12月（

【図表2-58 省エネ・省資源性を向上させる技術の
我が国製造業の優位性】

＇n=1,873（
資料９経済産業調べ＇09年12月（

【コラム 省エネ・省資源性の向上に資するも
のづくり企業の加工技術】

國本工業(株)は、曲げ、拡管、成形、肉厚コ
ントロールといった加工工程の自動化に資す
る「革新的チューブフォーミングシステム」の
開発に成功した。本システムは、同社が有す
る様々な加工技術を組み合わせて生産工程
を17工程から８工程に短縮し、一気通貫のシ
ステムを採用することにより、投入エネルギー
や人件費を低減するとともに生産効率を大幅
に向上させた。同社では、売上高の10％程度
を研究開発費として投資し、技術開発と顧実
ニーズに対する開発技術の適用化に充てて
いる。川下メーカーが設定する軽量化、性能
向上等の高度な要求仕様への対応は、結果
的には最終製品の省エネ・省資源性の向上
にも貢献しており、積極的な技術開発を通じ
た海外生産製品の国内回帰促進における成
功事例の一つとしても位置付けられる。

ᴜ

一体成形により鋳造品をパイプ材へ置換し
軽量化とともに省エネ・省資源化を实現した一例
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＇環境関連技術と環境対応型製品の普及に向けた課題（

我が国の強みである環境関連技術は、市場環境の相違やコスト制約により、そのま
ま諸外国に適用することが困難なものも依然として多い。未成熟な環境関連ビジネス
市場において、我が国製造業がプレゼンスを発揮していくためには、コンサルティング
等よりニーズをくみ取り需要を発掘するとともに、メンテナンス等も含め安定的な収益
基盤を構築していくことが必要である。

また、我が国製造業各社は、更なる資源生産性の向上を目的とした研究開発の人
材不足に直面している。さらに、環境関連技術や環境対応型製品の普及のためのオ
ペレーションやメンテナンスを担う人材も不足している。現在は、他部門からの配置転
換や採用増でしのいでいるが、国内外を問わず人材の育成・確保は急務である。

【図表2-59 省エネ・省資源性の向上に
係わる製品・技術の市場拡大に向けた課題】

【図表2-60 省エネ・省資源性の向上に
係わる製品・技術の人材面での課題】

【図表2-61 省エネ・省資源性の向上に
係わる製品・技術の人材不足への対応方法】

【コラム 横河電機(株)による省エネルギー診断を
通じた海外展開】

横河電機(株)は、各種プラントの生産設備の制
御・運転監視を行う分散形制御システムを世界に
先駆けて開発し、既に全世界で20,000システム以
上の納入实績を有しており、グローバル市場で高
い評価を受けている。同社は、長期にわたり蓄積
してきた制御技術を国際的な潮流である企業の省
エネ・省資源化への取組に結びつけ、「省エネ工
場診断」サービスを開始した。この省エネ工場診
断は、工場の生産効率の向上によるエネルギー
使用量の削減を目指している。各種のソフトウェア
ツールの活用により、生産設備の稼動状況を見え
る化し、操業のムダを発見して排除する。これによ
り、新たに大規模な投資をせずに省エネ・省資源
化が实現でき、顧実の継続的な改善活動を支援
する。このように、我が国製造業のコンサルティン
グ方式によるソフト面からの海外展開は、現地生
産拠点における省エネ・省資源性の向上に資する
設備や機器類の導入及び更新需要の発掘にもつ
ながることから、今後益々その重要性が高まって
いくものと考えられる。資料９経済産業調べ＇09年12月（

資料９経済産業調べ＇09年12月（ 資料９経済産業調べ＇09年12月（

(n=1,907)
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景気回復期にあっても、当面は厳しい状況が続く可能性があるが、そのような中でも、
今後の事業展開を睨んで、必要な技能者育成の取組を行っていくことが求められる。

第０節 自律的な回復に向けた雇用戦略とものづくり人材の育成

第２章 自律的回復に向けた雇用戦略と人材育成

０ ものづくり産業が直面している雇用面等の課題

2008年度の売上高・出荷額が前年度を下回る事業所は６割強となっている。特に、
前年度の70％未満となった事業所が全体で約１割となっており、生産用機械器具製
造業、業務用機械器具製造業では約２割となっている。

また、海外マーケット中心とする事業所は国内マーケット中心とする事業所よりも
売上高・出荷高の減尐が顕著である。

２年前から２年先にかけての売上高・出荷額の推移・見通しをみると、「下降後緩
やかに回復」とする事業所が約３割で最も多い。しかしながら、業種別にみると、鉄
鋼業で「上昇後下降」とする事業所が３割弱、電気機械器具製造業で「＇下降後（底
這い傾向」とする事業所が１割台半ばとなるなど、不況からの回復力に跛行性がみ
られる。

【図表3-1  2008年度の売上高・出荷額＇産業別、2007年度＝100（】

【図表3-2  2008年度の売上高・出荷額＇主要マーケット別、2007年度＝100（】

【図表3-3  ２年前から２年先にかけての売上高・出荷額の推移の状況＇産業別見通し（】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」
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我が国の事業所が抱えている具体的な課題をみると、２年前と比較して「製品の
価格が下がっている」＇「ある程度下がっている」を含む。以下同様。（とする事業所
は８割弱、「製品の品質をめぐる競争が激しくなっている」とする事業所は６割台半ば、
「顧実のニーズが多様化している」とする事業所は約６割となるなど、製品の価格が
下落している一方で、品質を巡る競争が激しくなっているなど困難な局面に立たされ
ていることが分かる。

この０年間で实施した具体的な雇用調整策等をみると、「残業の抑制」が7割台半
ば、「一時休業」と「採用の抑制」が5割台となるなど、雇用維持のための方策が多く
を占める。一方、「従業員の解雇」と「希望退職の募集」は1割程度となっている。

【図表3-4  ２年前から現在までの環境の変化】

【図表3-5  この０年間に实施した雇用調整等＇複数回答（】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」
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技能者の過不足状況をみると、管理・監督担当者では「適切である」と「やや不
足」がともに３割程度、「不足」が０割強となっている。また、多能工、技術的技能者、
高度熟練技能者では「やや不足」が４割程度、「適切である」が２割程度、「不足」が
０割台となっている。これらの状況は、2008年度の売上高・出荷額の減尐が前年度
と比べ顕著な事業所でもほぼ同様にみられる。

企業が技能者に期待する能力水準は高く、現状では３～４割程度の事業所が期
待する水準に達していないと評価している。

１ ものづくり人材に期待する能力と人材育成
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【図表3-6  技能系正社員の現在の過不足状況】

【図表3-7  技能系正社員の現在の過不足状況＇2008年度の売上高等が前年比２割以上減の事業所（】

【図表3-8  技能系正社員の平均的な能力水準の評価】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」
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企業が技能者に求めている知識・技能が何か＇複数回答（をみると、個別領域に
おける熟練技能だけでは十分ではなく、生産工程を合理化する知識・技能等の生
産ライン全体の管理的能力に対するニーズが重視される。

教育訓練の实施方法をみると、日常の業務に就きながら行うＯＪＴが中心となっ
ている。一方、今後２年間についてみると、日常の業務を離れて行うＯＦＦ，ＪＴの比
重が今後高まってくることが予想される。

技能者の能力開発等を目的として实施している取組をみると、「改善・提案の奨
励」が６割弱、「技術教育」が約５割となるなど、これらの分野における期待を表して
いる。

【図表3-10  技能系正社員の教育訓練
(複数回答（】

【図表3-11  能力開発を目的とする
取組(複数回答（】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

【図表3-9  技能系正社員に求めている知識・技能(複数回答（】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」
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人材育成を景気との関係でみると、景気後退期には教育訓練のための予算の確
保が困難になる一方で、教育訓練を实施する時間の確保が容易になると考えられる。

实際の教育訓練の实施状況をみると、これらの要因が影響した結果、ＯＦＦ，ＪＴを
实施した事業所は２年前と比べて微減、計画的なＯＪＴを实施した事業所は微増と
なった。

今後、技能系正社員の教育訓練を「増やしたい」とする事業所が約１割、「やや増や
したい」とする事業所が約４割となっており、教育訓練に力を入れようとしている事業
所が多くなっている。

２ 今後の諸課題と雇用・人材育成の方向性

【図表3-12  ２年前と比較した現状】

【図表3-13  ＯＦＦ，ＪＴ、計画的なＯＪＴの实施状況＇製造業、正社員（】

【図表3-14  技能系正社員の教育訓練に費やす時間の変化 今後の意向】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

資料９厚生労働省「能力開発基本調査」

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」
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非正規の技能者活用に当たって配慮している点としては、「能力に応じて仕事を与
えるなど工夫している」が３割弱、「労働条件に関して働きに応じた処遇を心がけてい
る」が２割強となるなど、その職場配置や処遇に工夫している事業所も一定の割合に
達しているが、「中長期的なキャリア形成や支援に力を入れている」事業所は約４％
にとどまっている。

短時間労働者の勤続年数構成をみると、製造業では勤続４年以上の労働者が増
加し、過半数を占めるに至っている。ただし、時間当たり所定内給与額をみると、この
10年間で一般労働者との賃金格差はほとんど縮小していない。

非正規労働者全般について、職業能力を的確に評価し、可能な限り長期にわたっ
てその能力を活用するように図ることなど、中長期的な観点からのキャリア形成の取
組が求められている。

【図表3-15  製造現場で働く技能系非正規労働者の活用に配慮している点(複数回答（】

資料９＇独（労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査＇2009年（」

【図表3-16  短時間労働者の勤続年数構成及び一般労働者に対する賃金比率の推移】
＇年齢構成の相違調整済み（

備考０ 賃金については、時間当たり所定内給与額について比較した。
１ 年齢構成の相違を以下のように調整した。①勤続年数構成については、各年の年齢構成が同じになるように1999、2004

年の年齢・勤続年数別構成比をウエイト付けした。②賃金比率については、短時間労働者の年齢別の所定内給与額を一般
労働者の年齢別構成比でウエイト付けしたものを一般労働者と比較した。
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同規模・同業種の事業所と比較して「優れている」＇「やや優れている」を含む（と評
価する要素としては、発注者の細かな条件指定に応じることができる融通性が６割強、
製品の品質が５割台半ば、納期の短さが約４割、技能者の質が約４割となるなど、技
能者の能力向上・発揮に関連した要素が上位を占めている。

今後２年間に特に力を入れていきたい要素としては、技能者の質が４割台半ば、製
品の品質が約４割、コストの低さが３割強、製品開発の能力が２割台半ば等となって
いる。

中国を最も脅威と感じている事業所は、欧米や他のアジア地域を脅威と感じている
事業所と比べて技能者の質に特に力を入れていきたいとする割合が約５割と、一段
と高くなっている。

我が国においては、これまで諸外国と比べて比較的ものづくり技能の価値が認め
られ、高いレベルの技能の維持・継承がなされてきたところである。グローバル経済
競争の短期的な必要性に迫られてその伝統が蔑ろにされ、ものづくり産業における
技能者の能力向上の取組が弱められることのないよう、ものづくり現場における中核
人材を中心とした人材育成に努め、諸外国に対する我が国のものづくり技能の優位
性を維持するための努力が望まれる。

【図表3-17  同規模・同業種の事業所と比較した評価】

【図表3-19  技能者の質の向上にとりわけ力を入
れていきたいと考えている事業所＇現在最も脅威

と感じている競争相手の立地地域別（】

資料９独立行政法人労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査(2009年) 」
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【図表3-18  今後２年間で改善に向けてとりわけ
力をいれていきたい項目】

資料９独立行政法人労働政策研究・研修機構「変化する経済・経営環境下での技能者の育成・能力開発に関する調査(2009年) 」
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第１節 ものづくりに係る能力開発施策

自動車、電機、機械等ものづくり分野では、職業訓練を实施する民間教育訓練機
関がほとんど存在せず、公共職業訓練に特に期待される分野として挙げられる。

国が实施する公共職業訓練においては、ものづくり現場で使用されている高精度
な機械を整備したうえ、ものづくり産業において将来の中核人材となる高度な技能を
有する労働者の養成を目的とした訓練を实施するとともに、技術革新への対応、生
産工程の改善・改良等、高度かつ幅広い分野にわたる知識、技能についてコースを
設定し、在職者を対象とした訓練を实施しているところである。

離職者訓練の实施に当たっては、産業界の技術動向、地域の求人ニーズや事業
主団体等に対するアンケート、ヒアリング調査結果等に基づき、地方公共団体や民
間教育訓練機関との役割分担を踏まえつつ、毎年２割程度の既存の訓練科の内容
変更・廃止及び新設を行っている。

【図表3-20  ＰＤＣＡサイクルによる訓練カリキュラムの見直し】

＇公共職業訓練（

○ 訓練ニーズの把握、カリキュラム・コース設定
・ｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によるニーズ把握
・生涯職業能力開発体系＇仕事の体系と訓練

の体系（を用いたニーズの分析
・カリキュラムモデルをベースとしてニーズに応

じたコース設定

○ 効果的な訓練の实施
・カリキュラムのポイントを押さえた指導
・受講者の習得状況に応じた訓練を实施＇補

講等（
・キャリア・コンサルティングの实施

○ 効果の評価と問題点の把握
・受講者の訓練習得度の把握
・訓練受講者の就職先＇あるいは、受講者を派

遣した事業主（に対する訓練効果と問題点の
把握

○ カリキュラム、コースの修正
・問題点＇足りない技術・技能部分等（を踏まえ

て、追加・変更すべきニーズの把握とカリキュ
ラム・コースの修正

Ｐ

Ａ

Ｃ

Ｄ

＇例（ 訓練ニーズの把握による「テクニカルメタルワーク科」の訓練
カリキュラムの見直し

○ 肉厚鋼管等の溶接技術として用いられる組み合わせ溶接や、
品質管理に対する事業主からのニーズが増えており、より現場に
対応したカリキュラムへ見直しを行った。
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一人一人が能力を向上させる機会を持ち、その能力を発揮できる社会づくりが求め
られている中で、フリーター等の方の中には、能力を高めて正社員になりたくても、そ
の能力を高める機会に恵まれないため、正社員になれないという悪循環に陥り、非正
規労働の形態にとどまらざるを得ない状況に置かれている方も尐なくない。

ジョブ・カード制度は、こうしたフリーター等の正社員経験の尐ない方を対象に、
①ジョブ・カードを活用した、きめ細かなキャリア・コンサルティングを通じた意識啓発や
キャリア形成上の課題の明確化を行い、②企業实習と座学を組み合わせた实践的な
職業訓練＇職業能力形成プログラム（の機会を提供し、③企業からの評価結果や職務
経歴等をジョブ・カードに取りまとめることにより、正社員としての就職へと導く制度で
ある。

政府として取りまとめた｢新成長戦略＇基本方針（｣＇2009年12月30日、閣議決定（の
中でも、2020年までの目標として、｢ジョブ・カード取得者300万人｣が盛り込まれてお
り、一層の普及・促進をしていくこととしている。

【図表3-21 ジョブ・カード制度】
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【コラム 「匠＇たくみ（たちからのメッセージ」
匠＇たくみ（社員が育ち・活躍する職場づくり～】

本事業は、企業内の人材育成・処遇等や製品製造・開
発における技能士活用の好事例を公表することにより、
技能士の優れた技能の重要性について企業や国民に広
く啓発し、技能士の処遇改善に資することを目的とした事
業である。

＜具体的事例＞
株式会社キャステックは、ダイキャスト用金型のコアピ

ンやインサートの製造を顧実のニーズに合わせた完全
オーダーメードで行っている企業である。

同社は、ここ数年大きく業績を伸ばし、10 年前に約80 人だった従業員数は、今や150 人を超えた。平均年齢
33.1 歳、平均勤続年数6.6 年という、大変若い企業である。若い従業員が急に増えたことにより、『班長と部下
の年齢が近く、友達感覚になってしまい、組織として弱い。』、『班長の技術・技能レベルが不明で、部下から信
頼が得られない。』、 『機械の操作は教えられるが、材料・電気・保守といった総合的な知識が不足しており、部
下の指導に自信がない。』等の課題を抱えていたという。たまたま取締役総務部長が、同じ工業団地内のメー
カーの人との会話の中で、「2 級技能検定合格は技術者として当たり前」と言われたことが、従業員の技能検定
受検に本格的に取り組むきっかけとなった。

その後、「班長以上は技能検定合格者とし、部下と差別化を図ること、取得した資格や合格した検定は全従業
員に公開すること、2 級技能士以上でなければ原則として班長昇格はさせないこと」を会社の方針とした。さらに
は、機械加工分野での全員2級検定合格を目標に掲げ、経験２年以上の従業員は受検対象となっている。会社
としても、従業員の育成を積極的に進めており、機械メーカーやポリテクセンターでの研修、外部講師招聘によ
る社内教育の際の、受講料、交通費、昼食代、日当、賃金は会社負担で行っている。
技能検定に合格した従業員は38名おり、製造部門に万遍なく管理監督者及び作業者として配置されている。技
能検定合格で自分の知識や技能レベルを確認できたことによって、それぞれが自信を持って後輩の指導にあ
たっているという。また、生産会議等の場でも積極的に自分の意見を発表できるようになった。

10 年前は１級合格が目標だったが更に０級に挑戦する流れができ、各従業員の自らの技術レベルを高めよう
とする努力が、会社全体の技術力アップに結びついている。技能士を中心に、業務改善やコスト削減にも積極
的に関わるようになり、「強い会社」・「考える組織」になってきている。

先端設備で高精度な製品を供給 技能検定合格者名の掲示
45

技能検定は、労働者の有する技能を一定の基準によって検定し、これを公証する
国家検定制度であり、ものづくり労働者を始めとする労働者の技能習得意欲を増進
させるとともに、労働者の社会的な地位の向上に重要な役割を果たしている。

製造業における中心的な検定職種に係る過去４年間の受検者数の推移をみると、
専門高校生などを中心に増加してきており、今後とも、技能検定の受検勧奨等を通じ
た普及拡大を図っていくことにより技能習得に取り組む若者が増えていくことが期待
される。

【図表3-22 技能検定受検者数の推移】

＇技能検定（
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「ものづくり立国」に向け、子供から大人まで国民各層で技能尊重気運を醸成し、
ものづくり及びそれを支えるものづくり人材育成の重要性が再認識されることが重要
である。

＇各種競技大会の開催等技能の振興（

【コラム 輝く技能 ，技能五輪全国大会－】

【コラム 技能五輪国際大会＇カルガリー大会（での活躍】

【コラム 意識を高める ，若年者ものづくり競技大会，】

若年者のものづくり技能に対する意識を高め、
若年者を一人前の技能労働者に育成していくた
めには、技能習得の目標を付与するとともに、
技能を競う場が必要である。

このため、職業能力開発施設、認定職業訓練
施設、工業高等学校等において技能を習得中
の20歳以下の者を対象に「若年者ものづくり競
技大会」を開催し、これら若年者に目標を付与し、
技能を向上させることにより若年者の就業促進
を図り、併せて若年技能者の裾野の拡大を図っ
ている。

【競技風景＇旋盤職種（】

青年技能者が国際的に技能を競うことに
より、参加国の職業訓練の振興及び技能水
準の向上を図るとともに、青年技能労働者
の国際交流と親善を目的として、技能五輪
国際大会が１年に０回開催されており、我が
国も1962年から参加している。2009年８月
のカナダ・カルガリー大会においては、５職
種で金メダルを獲得したほか、国別の金銀
銅の獲得メダル総数＇０３個（は２位となり、
健闘した。

国内の青年技能者の技能レベルを競うこと
により、青年技能者に努力目標を与えること
を目的として、技能五輪全国大会が1963年
から毎年開催されている。

第47回大会は、2009年10月に茨城県日立
市及びひたちなか市を中心に開催され、３／
職種に８７２名の選手が参加し、技能を競い
合った。

【競技風景＇フライス盤（】

【競技風景＇自動車板金職種（】
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第４章 ものづくりの基盤を支える教育・研究開発の現状と課題

第０節 ものづくり人材の育成とキャリア教育・職業教育の充实

現在我が国においては、非正規雇用の増加や若年無業者の存在、新規学卒者の
早期離職者が減尐しないなど、若者が学校から社会・職業に円滑に移行できない状
況が指摘されている。

０ 社会の変化とキャリア教育・職業教育の重要性

内外経済が大きく変化し、我が国の製造業が様々な課題を抱えている中で、それらを
乗り越えて持続的に発展していくためには、我が国の製造業を支える人材育成とイノ
ベーションを生み出す科学技術が重要 。

＇学校から社会・職業への移行の現状（

【図表4-1 若年者の失業率と非正規雇用率の推移＇年齢別（】

※非正規雇用率は、非農林雇用者＇役員を除く（に占める割合。なお、15～24歳では在学中の者を除く。

【図表4-2 若年無業者数の推移】

※「若年無業者」の定義は、15～34歳で、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者。

資料 ９ 総務省統計局「労働力調査」

資料 ９ 失業率は、総務省統計局「労働力調査」。
非正規雇用率は、総務省統計局「労働力調査特別調査」＇１月調査（及び「労働力調査＇詳細結果（」＇０～２月期調査（。
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6.2 
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6.1 

問題がある

【問題点の内訳】

指導する人材が不足している

人材育成を行う時間がない

人材を育成しても辞めてしまう

鍛えがいのある人材が集まらない

育成を行うための金銭的余裕がない

適切な教育訓練機関がない

人材育成の方法が分からない

技術革新や業務変更が煩雑なため、人材育成が無駄になる

その他

(%

近年、求められる知識・技能や人材ニーズは高度化している。また、産業構造・就業構
造が大きく変化している。

若年者の雇用の厳しくなる中で、新規学卒時に一度非正規雇用の職に就いたり、進学
も就職もしなかったりすると、その後も十分な就業機会や職業能力開発の機会を持ちに
くく、社会の中で不安定な状態から長く脱出できないという状況が見られる。

長期雇用を前提とした企業内教育・訓練も、我が国の雇用慣行の大きな特徴となって
いる。しかし、人材育成に関する問題があるとする企業は全体の６割超に達し、その理
由として指導人材や時間の不足等を挙げている。また、非正規雇用者は、正規雇用者
に比べて企業内教育・訓練を受ける機会が限られており、仕事を通じた本人の能力の向
上につながりにくい状況も見られる。

＇背景①産業構造や就業構造の変化（

【図表4-4 人材育成に関する問題があるとする事業所及び問題点の内訳】

※問題点は複数回答
資料 ９ 厚生労働省「能力開発基本調査」＇2009年度（

【図表4-3 新規学卒就職者の２年以内の離職率】

※各年いずれも２月卒を示す。 資料 ９ 厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」
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＇背景② 学校の現状（

高等学校等へ進学する者は約98％、高等教育機関への進学率は約78％にまで高まっ
ている。このような規模の拡大に伴い、多様な生徒・学生の学習ニーズに応えるための
教育内容の在り方が課題となっている。

高等学校は、以前は、高等教育機関を超える就職者を輩出してきた。中でも専門高校
は、職業との関連が深い实践的な教育を行うことにより、我が国のものづくり産業の発展
を担う人材を育成する上で、大きな役割を果たしてきている。

大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して
新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与
することが目的とされている。

高等専門学校は、中学校卒業段階からの４年一貫の实験・实習重視型の専門教育を
特色とし、我が国のものづくりを支える、实践的・創造的技術者の育成を行っていると評
価されている。

専修学校は、柔軟な制度的特性を生かしつつ、社会的要請に弾力的にこたえて多様な
職業教育を展開し、ものづくりのエキスパートとなる人材などを育成している。

【図表4-6 進学率の推移】

資料９文部科学省「学校基本調査」

高等学校等進学率

高等教育進学率

大学 ：50.2%

短大 ：6.0%
高専４年次：0.9%

専門学校 ：20.4%

大学・短大進学率

【図表4-5 計画的なOJT・OFF-JTの实施状況】

資料 ９ 厚生労働省「能力開発基本調査＇2009年度（」
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【図表4-7 工業に関する学科の状況＇高等学校（】

資料９文部科学省「学校基本調査」＇求人倍率は、全国工業高等学校長協会調べ（

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度

卒業者数 102,722 97,232 93,901 88,431 85,244

就職者数 55,492 55,960 56,415 55,426 53,562

就職者の割合 54.0% 57.6% 60.1% 62.7% 62.8%

就職決定率 96.4% 97.3% 97.5% 98.2% 98.0%

製造業就職者数 32,021 33,413 34,877 34,035 33,539

製造業の割合 57.7% 59.7% 61.8% 61.4% 62.6%

生産工程・労務作業者数 40,358 41,419 42,044 41,750 40,337

生産工程・労務作業者数の割合 72.7% 74.0% 74.5% 75.3% 75.3%

求人倍率 3.7倍 4.6倍 5.3倍 6.8倍 6.8倍

【図表4-8 工学関連学部の状況＇大学（】

資料９文部科学省「学校基本調査」

【図表4-9 高等専門学校の状況】

資料９文部科学省「学校基本調査」

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度

卒業者数 97,931 96,675 96,153 95,216 93,684

就職者数 54,496 56,274 57,708 57,841 54,578

就職者数の割合 55.6% 58.2% 60.0% 60.7% 58.3%

製造業就職者数 18,151 19,339 20,175 20,511 19,811

製造業の割合 33.3% 34.4% 35.0% 35.5% 36.3%

専門的・技術的職業従事者 40,838 42,715 44,694 45,289 43,457

専門的・技術的職業従事者の割合 74.9% 75.9% 77.4% 78.3% 79.6%

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度

卒業者数 10,061 10,140 10,207 10,160 10,474

就職者数 5,415 5,457 5,546 5,502 5,610

就職者数の割合 53.8% 53.8% 54.3% 54.1% 53.6%

就職決定率 97.7% 98.7% 98.7% 99.4% 99.2%

製造業就職者数 2,844 2,986 3,097 3,081 3,207

製造業の割合 52.5% 54.7% 55.8% 56.0% 57.2%

専門的・技術的職業従事者 4,887 4,935 5,036 5,077 5,171

専門的・技術的職業従事者の割合 90.2% 90.4% 90.8% 92.3% 92.2%

求人倍率 12.5倍 15.6倍 20.1倍 23.8倍 24.1倍

＇背景③ 社会全体を通じた職業に関する教育に対する認識（

社会全体を通じた課題として、職業に関する教育についての認識の不足が指摘されて
いる。社会全体の職業に関する教育に対する意識は急激に変化するものではないが、
現在の子ども・若者が置かれている状況を踏まえれば、職業に関する教育に対する認
識を社会全体で高めていくことが必要である。
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＇背景④ 子ども・若者の変化（

子ども・若者の発達に関する課題として、働くことへの関心・意欲・態度、目的意識、責
任感、意志等の未熟さやコミュニケーション能力、対人関係能力、基本的マナーなど、
職業人の基本的な能力の低下などが指摘されている。

また、高等教育機関へ進学する者の割合の増加に伴い、将来の生き方・働き方につ
いて考え、選択・決定することを先送りする傾向が強くなり、進学も就職もしようとしな
かったり、進路意識や目的意識が希薄なままとりあえず進学したりする者が増加してい
ることが指摘されている。

学校から社会・職業への移行が困難な現状は、子どもから見て将来を見通しにくい状
況を作り出しており、子ども・若者の将来への不安感にもつながっている。また、こうし
たことが、学校における学習についての関心・意欲にも影響し、学習習慣も十分確立し
ないおそれがあると考えられる。

また、無業者など、学校から社会・職業への移行が円滑に行われなかった者に対して、
学校としての支援が必要ではないかという課題がある。これらの者への対応は、様々な
関係機関が連携して取り組む必要があり、その中で、学校がどのような役割を果たし得
るのかが課題である。

【図表4-10 新卒の採用選考の際、特に重視する能力】

資料９(社)経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」＇2008年４月（

第１位 熱意・意欲 77.2% 熱意・意欲 70.5% 熱意・意欲 78.6% 熱意・意欲 77.0%

第２位 行動力・実行力 49.5% 行動力・実行力 45.3% 協調性 59.3% 協調性 59.3%

第３位 協調性 43.4% 協調性 38.2% 行動力・実行力 38.6% 行動力・実行力 37.8%

第４位 論理的思考力 21.7% 専門知識・研究内容 28.0%
表現力・プレゼン
テーション能力

17.2% 専門知識・研究内容 23.0%

第５位 問題解決力 18.1% 論理的思考力 23.6%
常に新しい知識・能
力を学ぼうとする力

16.6%
表現力・プレゼン
テーション能力

17.0%

大学卒 大学院卒 短期大学卒 専門学校卒

【図表4-11 進路を選択するときの悩み
＇職業を意識した時期別（】
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【図表4-12 大学への進学理由
＇職業を意識した時期別（】

資料９Benesse教育研究開発センター「平成17年度 経済産業省委託調査 進路選択に関する振返り調査 -大学生を対象として- 」



学校から社会・職業への移行が円滑に行われない原因は、学校、社会、子ども・若者
それぞれの状況の変化や意識の変化などが複雑に絡んだ構造的な問題である。このこ
とを前提として、学校教育をめぐる課題を整理することが必要である。

高等学校については、拡大してきた普通科に多くの課題が顕著に表れている。普通科
の生徒に多い進学希望者は、将来の生き方・働き方について考え、選択・決定すること
を先送りする傾向が高いことがうかがわれる。また、学科別の新規卒業者の就職状況に
おいて、普通科は他の学科と比べて厳しい状況に置かれているのが最近の傾向である。
普通科における学習と社会・職業とのかかわりが薄い傾向がみられている。

高等教育については、進学率が約80％に達しようとしている現在、学生は多様化して
おり、中には、将来の社会・職業生活に対する意識が十分でないまま入学してくる学生
も存在し、キャリア形成の観点からも課題があるのが現状である。

また、社会人・職業人となってから、さらに必要な知識・技能を身に付けたい者等からも、
学校で学びたいというニーズもある。学校は、このようなニーズに応えるため、社会人の
学習機会を充实させていくことが必要である。

＇学校教育の課題（

【図表4-13 高等学校に入学した動機 ＇学科別（ 】

資料９＇財（日本進路指導協会「中学校・高等学校における進路指導に関する総合的实態調査」＇文部科学省委託（

47.7

15.9

22.9

21.2

24.2

8.7

20.6

13.6

6.8

59.5

12.1

12.1

32.8

2.5

5.0

5.0

18.8

7.6

33.7

20.5

35.9

7.3

50.0

13.1

39.2

7.4

5.9
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52



ものづくり分野においても、業界の就業状況や人材に対するニーズを踏まえた人材
育成を行うことで若者の社会的・職業的自立を促すことが重要である。多様なものづ
くり人材を育成するためには、部品の製造・完成品の組み立てを担う生産工程・労務
の人材を継続的に育成するとともに、技術の高度化に対応した専門的技術者と双方
をバランスよく育成するなど、それぞれの学校の特色をいかした人材育成をしていくこ
とが重要である。

ものづくり人材育成においては、幅広い知識・技能をすすんで習得し、それらを活用
して様々な課題に対応できるような能力を、学校教育を通じて習得させるとともに、社
会的・職業的に自立するために必要な基盤となる能力を基に、それぞれの業務内容
に応じた高度な専門知識・技能を身に付けた人材を企業内外での学習や訓練を通じ
ていかに育成していくかが課題である。

＇ものづくり分野の人材育成の課題（

有効求人倍率

04年 05年 06年 07年 08年 09年

専門的・技術的職業
(※) 1.79 2.30 2.60 2.28 1.70 0.59 

生産工程・労務の職
業（※） 1.30 1.39 1.59 1.46 1.00 0.24 

※職業分類上ものづくりに関連の深いものを抜粋して集計

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」

【図表4-15 部品・部材の国内調達率】

資料：ものづくり白書（2009）

【図表4-14 ものづくり分野における職業別有効求人倍率＇パートタイムを含む常用（】
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小・中学校においては、新しい学習指導要領に基づき、児童生徒が主体的に進路を
選択することができるよう、学校の教育活動全体を通じた計画的・組織的な取組が進め
られている。特に中学校を中心に、職場体験活動が積極的に实施されているところで
あり、2008年度には、公立中学校全体の職場体験の实施率は96.5％に上った。 職場
体験は、生徒が教員や保護者以外の大人と接する貴重な機会となり、コミュニケーショ
ン能力の向上、主体的な職業選択の能力や高い職業意識の育成促進、学習意欲の喚
起等、極めて高い教育効果が期待される。

ものづくりに関連する取組として、小学校では、「理科」や「図画工作」において、手や
体全体を十分に働かせ、表し方を工夫し、造形的な能力を伸ばすようにしている。中学
校では、「技術・家庭」の技術分野で、实践的・体験的な学習活動を通して、ものづくり
に関する基礎的・基本的な知識及び技術を習得させるとともに、「理科」におけるものづ
くりに関する指導を適宜行うことができるようにし、「美術」における自分の気持ちや伝
えたい内容等を材料や用具の特性を活かして表現する学習を一層重視することとして
いる。さらに、小・中学校の「総合的な学習の時間」においては、各学校の創意工夫を
活かした教育活動の中で、ものづくりなどの体験的な学習を推進している。

＇小・中学校における取組（

１ ものづくり教育の現在の取組

【地域理解・貢献を軸としたキャリア教育 】

京都市立伏見中学校においては、生徒の発達段階に応じて、
各学年に体験活動を配置している。

０年次には、地元企業をグループで訪問・取材し、企業の事
業内容や事業主の考え方をまとめた新聞を発行する取組を
行っている。

１年次には、生徒自らが地元の企業の中から職場体験の受
け入れ先を探し、依頼を行い、４日間の体験活動を实施して
いる。

２年次には、０年、１年と体験において学んだ内容を基に、
グループによる企画を行っている。これまでには、地元商店街
の活性化を図ることを目的とした年末商戦イベントや、地場産
業であるアラメや京瓦の商品開発とＰＲプランなどの企画を提
案してきた。

各学年ごとの取組により、生活の基盤となる地域の産業や
伝統文化について理解を深めるとともに、コミュニケーション
能力や情報収集能力の向上にもつながっている。

【地元の商店街にてアンケートを行う生徒 】
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【地域の特産品を生産しながら、ふるさとを愛しふるさと
に生きる自分を考える総合的な学習の時間】
＇京都府相楽東部広域連合立和束中学校 （

和束町にある和束中学校では、総合的な学習の時間でお
茶＇和束茶（の生産を行ってきた。和束茶の生産活動を通して、
ふるさと和束を誇りに思い、和束を愛する心を育てたいと考え
た。

第０学年では、昔のお茶の生産に関することやお茶の歴史
と文化を調査する。第１学年では、お茶の生産に携わりなが
ら商品の流通などの現在のお茶を学ぶ。第２学年では、これ
からの和束茶について考え、和束茶や和束町の未来と自分
の生き方を重ねて考えていく。

子どもは地域の生産活動に参画し、地域の人は子どもの学
習活動を支援する中で、子どもは地域に生きる人の姿を学び、
自らの将来を考えることにつながっている。

【和束茶生産の様子 】

【教科「技術・家庭」における、ものづくりなどの实践的・体験的
な学習活動を通じたキャリア教育の实践事例 】

中学校の技術・家庭科は、ものづくりなどを通して、材料加
工やエネルギー変換、情報や被服・調理等に関する基礎的・
基本的な知識と技術を習得するとともに、それらを活用して生
活を工夫し創造する能力と態度の育成を目指している教科で
ある。

学習の中で、生徒は实際に、本立てやロボット、バックやお
弁当などをつくることをとおして、仕事の楽しさや完成の喜び
も实感するとともに、これらに関連した職業やそれらに携わる
人々の素晴らしさを再認識している。加えて、「緻密さへのこ
だわり」、「忍耐強さ」、「ものの美しさを大切にする感性」、「持
続可能な社会の構築へとつながる『もったいない』という我が
国の伝統的な考え方」、「チームワーク」といった、ものづくりを
支える重要な資質も身に付けている。

第10回を迎えた「全国中学生創造ものづくり教育フェア」で
は、全国の予選を勝ち抜いた生徒達がこの教科で身に付けた
素晴らしい力を十分に発揮していた。

【仲間と共にロボットを整備する中学生 】

【緻密な加工に真剣に取り組む中学生 】
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①普通科における取組
普通科高等学校においては、企業の人事担当者や専門的な知識・経験を有する者

等を学校に招くなど、将来の進路を見据えた取組が行われている。インターンシップに
ついても取組が進んでおり、公立＇全日制（の普通科高等学校における实施率は、
2008年度で57.3％である。

2007年度から「高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究」にて、特
に普通科高等学校におけるキャリア教育の充实やキャリア教育の専門的知識を有す
る人材の活用方策等について調査研究に取り組んでいる。

ものづくりに関連する取組として、「芸術」の工芸や、「総合的な学習の時間」において、
各学校の創意工夫を活かした教育活動の中で、ものづくりなどの体験的な学習を推進
している。

②専門学科における取組
専門高校等が大学や研究機関などと連携し、新しいものづくり教育の研究等、先端

的技術・技能の習得等を取り入れた特色ある教育を支援する「目指せスペシャリスト
＇スーパー専門高校（」を推進している＇2009年度は計32校を指定（。

さらに、地域の産業界との連携を深化しつつ、生徒の長期間にわたる企業实習、企
業の技術者等による学校での实践的指導、企業との共同研究等を盛り込んだものづく
り人材育成プログラムを開発するため、「地域産業の担い手育成プロジェクト」を経済
産業省等と共同で实施している＇2009年度は計56地域を指定（。
また、専門高校では、工業マイスター科や防災エンジニアコースなどユニークな学科や
コースの設置等、地域産業界と連携して様々な特色ある取組を实施している。

③総合学科における取組
総合学科においては、ある程度のまとまりのある学習や、生徒自身の進路の方向に

沿った科目履修ができるよう、相互に関連する選択科目によって構成される科目群＇系
列・総合選択科目群（を開設している。各学校においては、地域の産業や学校の特色
などに応じた様々な系列が設置されており、ものづくりに関連しては、エンジニアリング
系列、メカトロニクス系列、といった工業の専門科目を履修する系列などが設置されて
いる。

また、自己の進路への自覚を深めさせるとともに、将来の職業生活の基礎となる知
識・技術等の修得を図るため、原則としてすべての生徒に履修させる科目「産業社会と
人間」が開設されており、職業人等による講話や講演、企業等の訪問、進学先の見学
等の多様な学習活動が展開されている。

＇高等学校における取組（

【地域産業の担い手育成プロジェクト】

工業高校と地域の産業界が連携して、地域のものづくり産
業を担う人材を育成できるよう文部科学省と経済産業省で共
同して2007年度より实施している事業である。全国29地域の
道府県市の工業高校において、地元企業でのインターンシッ
プや専門的技術を身に付けるための20日間程度のデュアル
システム、さらに企業の熟練技能者から生徒が直接指導を受
けるなどの事業を行っている。

【企業における生徒の現場实習 】56



④科学技術・理数教育の充实
科学技術に関する世界的な競争がこれまで以上に激化しており、科学技術の成

果が社会の隅々にまで活用されている今日、科学技術の土台となる理数教育の
充实を図ることが喫緊の課題。

新学習指導要領の理科では、国際的な通用性や小中高の円滑な接続等の観点
から、指導内容の充实を図ること、観察・实験やレポートの作成、論述、自然体験
などに必要な時間を十分確保すること、などの改善を図った。

また、先進的な理数教育を实施する「スーパーサイエンスハイスクール＇SSH（」
や、大学や研究機関等と学校との連携による学習活動を支援する「サイエンス・
パートナーシップ・プロジェクト」等の取組を通じて、实社会における科学技術との
関連の中で児童生徒の学ぶ意欲や探究心の向上を図っている。さらに、理科教育
振興法に基づき学校における観察・实験用機器を始めとした理科教育設備等の計
画的な整備を行っている。

【スーパーサイエンスハイスクール＇SSH（】

福島県立福島高等学校は、サイエンス探究クラスを
設けて、「SSH探究」等の学校設定科目において講義
や实験などを行うほか、各自興味のある分野に分か
れて課題研究等を行っている。

課題研究の物理・構造力学班では、軽い部材で实
際に人が渡れる橋を作るというテーマで研究を行って
いる。橋を作るにあたり、シミュレーションソフトを使用
して加重实験を行い、橋の各部分にかかる力を計算
した上で、設計図を作り作製に臨んだ。

【できあがった橋 】
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特別支援学校では、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱
者の児童生徒に対し、一人一人の障害の種類や程度などに応じて、特別な配慮の下、
小・中・高等学校に準じてキャリア教育・職業教育に関する指導が行われている。

例えば、知的障害のある児童生徒については、中学部の教科「職業・家庭」や高等部
の教科「職業」などを中心に、ものづくりに関する体験的な活動や、地域及び産業界な
どとの連携の下での産業現場などにおける实習などを通して、就労に必要な知識・技
能の向上や、勤労観・職業観の育成など、より自立的に社会参加しようとする態度を養
うこととしている。

また、「総合的な学習の時間」、「特別活動」などでも、各学校の創意工夫を活かした
教育活動の中で、職業教育やキャリア教育に関する取組を推進することとしている。

さらに、2009年２月に改訂された特別支援学校の学習指導要領では、①知的障害に
対応した特別支援学校の専門教科として「福祉」を新設したほか、②自立と社会参加に
向けた職業教育を充实するため、地域や産業界、労働関係機関などと連携し、就業体
験の機会を積極的に設けるよう規定した。

＇特別支援学校における取組（

【特別支援学校におけるキャリア教育・職業教育 】
＇大阪府立たまがわ高等支援学校（

「心豊かな人間の育成を図り、就労を通じた潤いのある社
会的自立をめざす生徒を育成する」ことを教育目標に、職業
教育を柱とする高等部卖独の特別支援学校。

ものづくり科＇産業基礎分野、食品生産分野（、福祉・園芸科
＇福祉分野、園芸分野（、流通サービス科＇バックヤードサービ
ス分野、オフィスサービス分野（の２学科に分かれ、週30卖位
時間の授業のうち、11卖位時間は各学科の専門教科を学び、
加えて共通専門教科「清掃」、「販売」を１卖位時間学んでいる。

ものづくり科の産業基礎分野では、様々な工具や機械を使
い、木工、金工の实習を通じて、掲示板、ブックエンド等さまざ
まなものを製作している。また、食品生産分野では、一般の店
舗等に置かれた調理器具と同じ器具を使って、クッキー、パン、
ジャムや味噌などを作っている。

このような取組を通じて、専門的な知識・技術の習得のほか、
勤労観・職業観の育成を図っている。

【校内实習审でのクッキー製作 】
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高等専門学校では、中学校卒業後からの４年一貫により、实践的・創造的なものづく
り技術者を育成している。高等専門学校に対する評価は高く、2009年の入学志願倍率
は1.8倍、同年の卒業生に対する企業からの求人倍率は24.1倍となっている。

高等専門学校の教育課程は、实験・实習・实技等の体験やインターンシップ等の専門
教育と、一般教育とを円滑に教育できるようなものとなっている。

さらに、科学技術の高度化等に対応するため、スケールメリットを生かしつつ学科の
多様化や、専攻科の充实を通じた高度化、産学連携の強化などの实現を目指すため
宮城･富山･香川･熊本３地区各１校の国立高等専門学校について、学校の改組＋専攻
科の拡充などを含む再編整備を行った。

＇高等専門学校における取組（

【高等専門学校の長期インターンシップ 】

石川工業高等専門学校では、4年間で計112名の学生を、
3ヶ月間の長期インターンシップに派遣している。

派遣先は、地元企業が約8割を占め、業種も多岐にわたって
いる。3ヶ月という長期の現場では、生産技術・实験データ収
集・プログラム開発・積算業務などの实践的な課題に取り組
んでおり、中には、超硬合金の機能性評価を行い学会発表ま
で発展したもの、画像認識プログラムを作成したものなど、实
務の一端を担う事例も出てきている。企業の技術者と協調し
経験を積むことにより総合力を備えた学生の育成が可能とな
るほか、企業からは学生の創造力により職場の活性化にも繋
がると期待されている。

【インターンシップ事前指導 】

【インターンシップ報告会の開催 】

【アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト＇通
称ロボコン（ 】

1988年の第０回大会以来、20年以上にわたり高等専門学校
生が毎年変わる競技課題に従ってアイデアと技術力を競い、
「自らの頭で考え、自らの手でロボットを作る」ことの面白さを
体験し、発想することの大切さ、ものづくりの素晴らしさを共有
する全国規模の教育イベント。

2009年の第22回大会では「DANCIN’COUPLE！ ダンシン
グカップル 」と題し、０チーム１台のロボットが協力してパ
フォーマンスを披露。会場である両国国技館には約３千人が
訪れ、地区大会を勝ち抜いた25チームの高等専門学校生によ
る独創的なアイデアと技術が詰め込まれたロボットに大きな歓
声が贈られた。

【ロボットコンテストの様子 】

【出場したロボットたち 】
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【ワシントン椰子の枝払いロボット】

ワシントン椰子は、单九州に数多く植樹されている高木であ
り、单国特有の景観を醸し出しているが、垂れ下がった枯れ
た枝葉は景観を損ね、放置すると自然落下により人的・物的
損害を与えるおそれがある。そのため、定期的な除去作業が
必要であるが、その作業は高所での危険を伴う作業である。

鹿児島工業高等専門学校では、財団法人かごしま産業支
援センターの实施する学生ベンチャービジネスコンテストで最
優秀賞を受賞、「枝払いロボット」を地域企業4社と共同開発し
た。このロボットにより、高所作業車を必要とせず、小人数で
短時間の作業を可能にしている。

【ワシントン椰子の枝払いロボット 】
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【専修学校における取組事例 】

○ 北海道ハイテクノロジー専門学校＇義肢装具士学科（
「義肢装具士」は、義肢・装具の製作や患者への装着、調整など
を行う専門職として医師や理学療法士と連携したチーム医療に
貢献している。義肢装具士には、義肢を製作する技術だけでな
く、事故や病気などで手足を失った悲しみを抱える患者に対す
る心のケアを行うことが求められる。北海道には長らく義肢装具
士の養成校が無く、患者、義肢製作所及び義肢装具士を志す
若者などから、地元での人材養成が求められてきた。当学科は、
そうした要望の中で2006年に開設し、専門的な技術と患者の気
持ちを理解できる力を持った義肢装具士の養成に努めている。

○ 名古屋工学院専門学校＇ロボティクス創造学科（
自動車の製造過程においては数多くの産業用ロボットが稼働

しており、これらロボットの製作や整備に携わる技術者には、技
術力やヒューマンスキルなどの即戦力だけでなく、新しい技術に
対応できる応用能力が求められている。本校のロボティクス創
造学科においては、愛知県産業労働部新産業課や地元企業と
連携を図りながら、様々なロボットイベントの開催や長期イン
ターンシップなどを通じて、地域産業の振興と産業界のニーズに
応える人材育成を推し進めている。

【義足の採型实習】

【歩行ロボットのプログラム開発】

専修学校は、地域の産業を支える職業専門人を養成しており、ものづくり分野におい
ても、地域の産業界等と連携した实践的で専門的な知識・技術を向上させる取組が各
地で行われている。

文部科学省では、早期に離職した若者を始めとする社会人等に対する専修学校を活
用した学習機会の提供や、地域の産業を担う人材や新しい領域における人材育成など
に対応する教育内容等について、指定した学校で重点的な研究開発を实施する「専修
学校教育重点支援プラン」等を通じ、ものづくり人材の育成を推進している。

更に、高等学校と連携し、高校生に対して様々な職業に就くために必要な知識・技能
や資格等の事例紹介や職業体験講座等のキャリア教育の機会を提供する「専修学校・
高等学校連携等職業教育推進プラン」を引き続き实施している。

＇専修学校における取組（
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個性輝く大学づくり、国際競争力の強化などが求められる中、大学教育の質の向上や
世界で活躍し得る人材養成が重要な課題となっている。

そのため、大学教育の教育課程の体系化や質保証、国際的な通用性の確保の観点
から、有識者からなる協力者会議等を設置し、大学教育の多様性の確保に配慮しつつ、
学習効果や達成目標の設定、コア・カリキュラムの策定・検討等を行っている。

特に、工学分野においては、技術者養成の一層の充实を図ることを目的として、大学
における实践的な技術者教育のあり方に関する協力者会議を設置し、技術者に必要な
資質能力の育成方策や技術者の質の保証について検討している。また、大学などを対
象に、地域や産業界と連携した教育プログラムの開発・实施を通じ、ものづくり分野を
革新させる高度な知識及び技術を併せ持った技術者の育成を目的とした「産学連携に
よる实践型人材育成事業，ものづくり技術者育成，」を实施している。

一方、大学、高等専門学校における取組として、技術者教育プログラムの認定制度を
利用するケースが増えている。当該認定制度は、「日本技術者教育認定機構」
＇JABEE（が、大学などにおける技術者教育に対しアクレディテーション＇認定（を行うも
のであり、2008年度までに413教育プログラムが認定されている。

＇大学における取組（

【図表4-16 技術者教育プログラムの認定状況】

大学

高等専門学校 大学校 合 計
修士課程

（博士前期課程含）
学部

認定数 学校数 認定数 学校数 認定数 学校数 認定数 学校数 認定数 学校数

01年度 ― ― 3 3 ― ― ― ― 3 3

02年度 ― ― 29 20 3 3 ― ― 32 23

03年度 ― ― 57 39 10 8 ― ― 67 47

04年度 ― ― 62 38 22 17 ― ― 84 55

05年度 ― ― 73 41 22 17 ― ― 95 58

06年度 ― ― 56 37 9 9 ― ― 65 46

07年度 2 2 17 14 2 2 ― ― 21 18

08年度 2 2 41 22 2 2 1 1 46 27

計 4 4 338 214 70 58 1 1 413 277

（注）大学院修士課程の認定は2007年度から開始

資料：文部科学省調べ
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【コラム 京都工芸繊維大学「川下り方式インターンシップに
よる産学連携ものづくり实践教育」 】

本取組は、京都工芸繊維大学、京都試作ネット＇中小加工企業
群（、京阪地区を代表する製品開発企業、の三者が緊密に連携し、
問題解決型デザイン实習とインターンシップおよび講義を有機的
に結合することによって、学生が自ら企画設計した「マイプロダク
ト」が形になるまでのリアルなものづくりプロセスを追跡的に实体
験する「川下り方式インターンシッププログラム」を開発し、創造性
と批判的思考能力を持ち、ものづくりプロセスを多面的・俯瞰的に
見通す力を持つ人材を育成することを目指している。

本取組の基幹科目「産学連携ものづくり实践」は、ものづくりプ
ロセスの上流から下流までを総合的に学べるようプログラムを構
築している。

【完成したマイプロダクトを
企業技術者の前でデモ 】

【自分が設計した部品がどのように
作られるかを加工企業にて学ぶ 】

【コラム 信州大学「ひと・ものづくりプロジェクト」 】

リタイアした熟練技術者が運営する「ものづくり技術伝授事業
所」に学生を派遣し、大学教育に不足している实践的なものづくり
技術を習得させ、「免許皆伝」学生が企業技術者・大学教職員・ア
ドバイザなどの支援を受けながら、企業が求める技術・製品を研
究開発し、講義や实験实習で学んだ内容を＋企業ニーズに直結
させる形で学生に学び取らせる目的で实施された。

リタイア技術者が有する熟練ものづくり技術の伝承と＋その熟練
ものづくり技術に基づいた新技術および新製品の開発が期待さ
れる。

【リタイア熟練技術者から学んだ高度な
加工技術でものづくりをする学生 】

【リタイア熟練技術者から
高度な加工技術を学ぶ学生 】
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①技術士制度の運用
技術士制度は1957年に制定された技術士法により創設された。本制度の目的は、科

学技術に関する高度な専門的応用能力を必要とする事項についての計画、研究、設計、
分析、試験などの業務を行う者に対し、「技術士」の資格を付与することにより、その業
務の適正を図り、科学技術の向上と国民経済の発展に資することにある。「技術士」と
なるためには、機械、建設などの技術部門ごとに行われる国家試験に合格し、登録を
行うことが必要である。2009年12 月末現在の技術士登録者は6万6,643 名、技術士補
登録者は2万3,809 名となっている。

②技術者の継続的能力開発
技術者が科学技術の基礎知識と失敗知識を幅広く習得することを支援するために、

科学技術の各分野とそれらを横断する技術に関するインターネット自習教材と科学技
術分野の失敗事例を収録したデータベースを提供している。2010 年０月末現在、自主
教材819 レッスン、失敗事例1,167 件を収録している。

＇技術士制度と技術者の養成に関する取組（

【図表4-17 技術士の技術部門割合】

資料：文部科学省調べ＇09年12月末現在（

化学
1.8%

経営工学
2.0%

上下水道
6.3%電気電子

5.0%

その他
5.5%

金属
1.4%

機械
5.0%

情報工学
2.0%

衛生工学
3.2%

総合技術監理
13.3%

建設
45.4%

農業
4.7%

応用理学
4.5%

64



２ キャリア教育・職業教育に関する検討状況

キャリア教育・職業教育の充实が喫緊の課題となる中、2008年12月、文部科学大臣か
ら中央教育審議会に対し、「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につい
て」の諮問がなされた。

これを受けて設置されたキャリア教育・職業教育特別部会では、まずは、社会・職業へ
の移行のための最終段階である後期中等教育・高等教育段階に焦点を当てて議論を行
い、2009年６月「審議経過報告」としてとりまとめた。

同報告では、キャリア教育・職業教育の基本的な方向性として、次の２つを示している。

① 社会的・職業的自立に必要な能力等を、義務教育から高等教育に至るまで体系的
に身に付けさせるため、キャリア教育の視点に立ち、社会・職業とのかかわりを重
視しつつ教育の改善・充实を図る

② 我が国の発展のために重要な役割を果たす職業教育の意義を再評価し、職業教
育を体系的に整備するとともに、その实践性を高める

③ 学びたい者が、いつでも、必要な知識・技能等を学び直したり、更に深く学んだりす
ることにより、職業に関する能力の向上等が可能となるよう、生涯学習の観点に立
ち、キャリア形成支援の充实を図る

特別部会では、「審議経過報告」を取りまとめた後、関係団体からのヒアリングを行い、
それを踏まえつつ、社会的・職業的自立、学校から社会・職業への円滑な移行に共通し
て必要な能力や、義務教育段階からの発達段階に応じた体系的なキャリア教育の在り
方などを含め、更なる審議を進めている。

一方、大学分科会では、中長期的な大学教育の在り方についての審議を進める中、
2010年０月に審議経過概要をまとめた。

その中で、社会的・職業的自立に関する指導等について、教育上の目的に応じ、学生
が卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、
教育課程の实施・厚生補導を通じて培うことができるよう、大学内の組織間の有機的な
連携を図り、適切な体制を整える、という趣旨の規定を設けることが適当であるとされた。

これを受け、2010年１月に、大学設置基準・短期大学設置基準を改正し、同趣旨の規
定を設けた。
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第１節 産業力強化のための研究開発の推進

「ものづくり技術」は、製品、プロセス等に新たな価値を付加し、国際競争力の強化の
ほか、生活水準の向上や安全・安心などの国民生活の課題解決に貢献するものである。
今後も、ものづくりを基盤にしたイノベーション創出に向け、最先端の計測分析技術・機
器や高精度シミュレーション技術の研究開発や最先端の大規模研究開発基盤の整備
活用を通じ、我が国独自の価値創造型ものづくり基盤技術の研究開発に取り組むこと
が重要である。

０ ものづくりに関する基盤技術の研究開発

【コラム 卖一微粒子の履歴解析装置の開発】

東京工業大学資源科学研究所の藤井正明教授らは、先端計
測分析技術・機器開発事業にて、世界最高の空間分解能を持
つ固体分析装置を開発している。本装置により、工場等から発
生する有害物質の分析等による環境汚染対策への貢献やナノ
レベルで制御された新材料開発への寄与が期待される。

【コラム 介護支援ロボット「ＲＩＢＡ＇リーバ（」 】

独立行政法人理化学研究所と東海ゴム工業株式会社が設立
した理研，東海ゴム人間共存ロボット連携センターでは、生物
特有の運動制御機能に関する研究を通じて、人をベッドや車椅
子から抱き上げ、移動し、抱き下ろすという一連の作業を行うこ
とができ、介護福祉の現場で活躍できる生活支援型ロボット「Ｒ
ＩＢＡ＇リーバ（」の研究を推進した。

【コラム ナノテクノロジー・ネットワーク事業によるナノテク
研究の支援 】

ナノテクノロジー・ネットワークは、全国の大学や独立行政法
人等が所有する最先端ナノテクノロジー研究設備の利用機会
を高度な専門技術・知識と共に研究者に提供することにより、
分野横断的な研究開発を戦略的かつ効率的に推進するもので
ある。最近の成果の一例として、微細加工技術支援を利用し作
成した樹脂バネ構造が、環境中の低周波振動エネルギーを利
用する発電器のプロトタイプの開発に貢献したことが挙げられ
る。この発電器は、ボタン電池の代替電源としての応用が期待
されており、ナノテクノロジー・ネットワークが、ものづくりの新た
な展開につながっている。

【卖一微粒子の履歴解析装置】

【ＲＩＢＡ＇リーバ（ 】
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１ 産学官連携を活用した研究開発の推進

大学等と民間企業との産学官連携を更に促進するため、独立行政法人科学技術振
興機構において、大学等の有望な研究成果の事業化を目指し、实用化の可能性を検
証するシーズ探索、企業との实用化に向けた共同研究開発、大学発ベンチャー創出
等、それぞれの状況におけるニーズや課題の特性に応じた最適なファンディング計画
を設定しながら、シームレスに研究開発を推進する「研究成果最適展開支援事業＇A-
STEP（」を实施している。

また、共同研究等を通じた試験研究を促進するため、民間企業等が大学等と行う試
験研究のために支出した研究費の一定割合を、法人税や所得税から控除することが
できる税制上の特例措置を設けている。

＇大学等と企業等の共同研究、技術移転のための研究開発（
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【図表4-18 国公私立大学等と民間企業等との
共同研究件数 】

資料：文部科学省調べ
資料：文部科学省調べ

資料：文部科学省調べ

【図表4-19 国公私立大学等と民間企業等との
受託研究件数】

【図表4-20 特許实施許諾等件数】
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地域のイニシアティブの下で、優れた研究開発ポテンシャルを有する大学等の公的研
究機関が核となり企業ニーズを踏まえた研究開発が行われ、その成果を地域産業の
高度化や新商品の開発・サービスの向上等につなげることにより、他の地域や海外か
ら人材、企業、情報や投資を惹きつける「知的クラスター」の形成に取り組んでいる。

文部科学省では、2002年度より世界を相手に勝負できる世界レベルのクラスター形
成を推進する｢知的クラスター創成事業｣、小規模でも地域の特色を活かした強みを持
つクラスター形成を目指す「都市エリア産学官連携促進事業」を实施している。経済産
業省では、2001年度より地域の中堅・中小企業、ベンチャー企業が大学、研究機関、金
融機関等と人的ネットワークを形成し、新事業・新産業が次々と創出されるような産業
クラスターの形成を支援している。

＇産業力強化のための地域科学技術振興（

【図4-22 2009年度都市エリア産学官連携
促進事業实施地域】

【図4-23 2009年度産業クラスター計画实施地域】

資料：文部科学省調べ
資料：文部科学省調べ

資料：文部科学省調べ

札幌周辺を核とする道央地域
[ライフサイエンス、情報通信]

静岡県浜松地域
[ライフサイエンス、情報通信、ナノテク・材料]

関西広域地域
[ライフサイエンス]

福岡・北九州・飯塚地域
[ 情報通信 ]

広域仙台地域
[ライフサイエンス、情報通信]

長野県全域
[ナノテク・材料]

京都およびけいはんな学研地域
[ナノテク・材料、環境]

富山・石川地域
[ライフサイエンス]

第Ⅱ期

グローバル拠点育成型

東海広域
[ナノテク・材料、環境]

函館地域
[ライフサイエンス]

山口地域
[ナノテク・材料、環境]

久留米地域
[ライフサイエンス]

徳島地域
[ライフサイエンス]

【図表4-21 2009年度知的クラスター創成事業
实施地域】



大学等において、研究成果の民間企業への移転を促進し、それらを効果的にイノ
ベーションに結びつけるために、文部科学省は、2008 年度から「産学官連携戦略展開
事業」を開始し、大学等の研究成果を戦略的に創出・管理・活用を図る体制の強化＇国
際的な基本特許の権利取得及び大学間連携による知的財産活動体制の構築などに
対する支援（や、文部科学省産学官連携コーディネーターを通じた大学等の産学官連
携活動の支援＇産業界、地域社会に向けた研究成果の社会還元等の推進（を实施して
いる。

また、2009年度の行政刷新会議「事業仕分け」の評価結果を踏まえ、2010 年度より
「産学官連携戦略展開事業」を含む4事業を「イノベーションシステム整備事業」に一本
化し、2013年度までに段階的に廃止するとともに、委託費を補助金に変更し、地域・大
学等の主体的な取組を活性化することとしている。

＇大学等における研究成果の戦略的な創出・管理・活用のための体制整備（

【図表4-24 「産学官連携戦略展開事業＇戦略展開プログラム（」 实施機関 地域別分布図】

資料：文部科学省調べ
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ものづくり基盤技術に関する研究開発の推進等

０－ものづくり基盤技術の研究開発に関する事項

①「新経済成長戦略＇基本方針（」の策定改訂
2009年12月、政府は「新成長戦略＇基本方針（」を閣議決定した。「基本方針」にお

いては、「環境・エネルギー」「健康」＇強みをいかす成長分野（、「アジア」「観光・地
域活性化」＇フロンティアの開拓による成長分野（、「科学・技術」「雇用・人材」＇成長
を支えるプラットフォーム（の５つを戦略分野とし、「科学・技術」の分野では、イノ
ベーションの創出を促進していくこととされた。
＇これらの取組を通じて实現されるグリーン・イノベーション＇環境エネルギー分野革新（及びライフ・イノベーショ
ン＇医療・介護分野革新（は、我が国製造業の更なる発展に大いに貢献することが期待される。（

②研究開発税制＇減収見込 １＋４３／億円＇１／／８年度（（
ⅰ（試験研究費の総額に係る税額控除制度※

試験研究費の総額に対して、試験研究費割合(試験研究費総額の売上高に占め
る割合)に応じて8%～10%※※の税額控除＇当期の法人税額の20%を限度（ができる措
置を引き続き講じた。
ⅱ（中小企業技術基盤強化税制※

中小企業者等が行う研究開発活動に対して、試験研究費の12%の税額控除＇当
期の法人税額の20%を限度（ができる措置を引き続き講じた。
※ 2009年度経済対策において、試験研究費の総額に係る税額控除制度等を、①2009､2010年度において

税額控除ができる限度額を、当期の法人税額の20%から30%に引き上げるとともに、② 2009､2010年度に
生じる税額控除限度超過額について、2011､2012年度において税額控除の対象とする措置を講じた。
＇2011年度末までの措置（

※※特別試験研究費がある場合の税額控除割合は、12％から試験研究費の総額に係る税額控除割合を控除した割合。

ⅲ（試験研究費の増加額等に係る税額控除制度
上記ⅰ及びⅱに加え、試験研究費の増加額に係る税額控除制度又は平均売上

金額の10%相当額を超える試験研究費の額に係る税額控除制度のいずれか＇上記
ⅰ及びⅱの制度とは別に、当期の法人税額の10%を限度（を選択して適用できる措
置を引き続き講じた。

③技術戦略マップの策定
将来の社会・国民のニーズや技術の進歩・動向等を見据えた「技術戦略マップ」を

2005年に初めて策定した後、内容の見直し及び分野拡充等を行い、毎年改訂して
いる。2009年３月には、前年度の29分野から30分野に拡充し、「技術戦略マップ
2009」として公表した。

④イノベーションプログラムの着实な推進＇０＋８７５億円（
下記６つの「イノベーションプログラム」の下、研究開発と、その成果の市場化に必

要な関連施策＇規制改革、標準化等（とを一体的に推進し、科学技術の振興による
イノベーションの創出を促進した。

・ＩＴイノベーションプログラム ・ナノテク・部材イノベーションプログラム
・ロボット・新機械イノベーションプログラム ・エネルギーイノベーションプログラム
・環境安心イノベーションプログラム ・健康安心イノベーションプログラム
・航空機・宇宙産業イノベーションプログラム

第１部 平成１０年度においてものづくり基盤技術の振興に関して
講じた施策
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ものづくり基盤技術に関する研究開発の推進等

⑤営業秘密管理・技術流出防止の徹底
事業者の保有する重要な技術やノウハウ等の営業秘密の不正な流出を防止し、

我が国の産業競争力の更なる維持・強化を図るため、2009年３月に不正競争防止
法が改正され、営業秘密を領得した段階で刑事罰が科されることとなった＇改正法
は、2010年６月０日から施行される（。これを受け、改正不正競争防止法の内容を
周知すべく、全国18か所において説明会を開催するとともに、2009年７月より産業
構造審議会知的財産政策部会「技術情報の保護等の在り方に関する小委員会
営業秘密の管理に関するワーキンググループ」において議論を重ね、法的保護を
受けるために必要な企業の適切な営業秘密の管理に向けたアプローチを更に支援
するため、2010 年２月に産業構造審議会WGにおいて営業秘密管理指針の改訂案
の取りまとめがなされた。

ものづくり事業者と大学等の連携

①産学人材育成パートナーシップ事業＇０４億００百万円（
我が国の人材育成における産学連携の好循環を創出すべく、大学界と産業界が

人材育成に関する対話と行動を行う場として、文部科学省と経済産業省は、2007
年度から「産学人材育成パートナーシップ」を推進している。2009年度は、「今後の
取組の方向性について＇平成21年度（」を公表するとともに、産学連携による各分野
の人材育成モデルプログラムの開発や、学生の体系的な社会人基礎力の育成・評
価手法の開発等、具体的取組を進めた。

②アジア人財資金構想＇２３億円（
アジア等諸外国とのネットワーク形成、我が国大学・企業のグローバル化、我が

国の産業競争力強化を図るため、我が国企業に就職意志のある、能力・意欲の高
いアジア等の留学生を対象とし、産学連携による専門教育、ビジネス日本語・企業
文化教育、インターンシップ、就職支援までの一連の事業を通じて、我が国産業界
で活躍する高度外国人材の育成を促進する「アジア人財資金構想」を2007年度か
ら経済産業省と文部科学省が共同で实施している。2009年度は約1,500人の留学
生が参加した。

１－ものづくり労働者の確保等に関する事項

失業の予防その他雇用の安定

①雇用調整助成金による雇用の維持・安定＇５５百億円（
景気の変動、産業構造の変化、その他経済上の理由により事業活動の縮小を余

儀なくされた場合における失業防止その他雇用の安定を図るため、休業等又は出
向を行うことにより労働者の雇用維持を図る事業主に対して雇用調整助成金の支
給を行った。



①「緊急人材育成・就職支援基金＇仮称（」の創設による職業訓練、再就職、生活へ
の総合的な支援＇3,466億円 ※2009・2010年度の2年度分（

厳しい雇用失業情勢が続く中で、雇用調整により離職を余儀なくされた非正規労
働者等については、その失業期間が長期化していくことが懸念されている。このた
め、雇用保険を受給できない方などに対する新たなセーフティネットとして、職業訓
練、再就職、生活への総合的な支援を図るため、「緊急人材育成・就職支援基金」
を創設した。
その中で、雇用保険を受給できない方に対する第二のセーフティネットとして、無料
の職業訓練と、一定の要件を満たす場合は、訓練期間中に月10万円＇被扶養家族
を有する方にあっては月12万円（の訓練・生活支援給付を支給する緊急人材育成
支援事業を实施した。

また、厳しい雇用失業情勢の中、十分な技能・経験を有しない求職者の早期再就
職を促進するため、これらの求職者を实習型雇用や職場体験として受け入れ、必
要な技能や知識の習得のための实習等を行った上で、常用雇用として雇い入れる
事業主への支援を实施した。

さらに、離職後０年以上ハローワークで求職活動を続けている方や、離職に伴っ
て住居も失い就職活動に支障が生じている求職者に対する再就職支援を充实・強
化するため、民間職業紹介事業者に委託して、就職支援及びそれと併せた住居・
生活支援を实施した。
②離転職者に対する職業訓練

厳しい雇用情勢が続く中で、ものづくり労働者を含め離職を余儀なくされた者の円
滑な再就職の促進を図るため、公共職業能力開発施設において職業訓練を实施し
ているほか、専修学校、大学、NPO、求人企業等あらゆる民間教育訓練機関等を
委託先として活用して職業訓練を实施している。

2009年度当初予算においては、前年度に比べ約3.5万人増の約19万人の訓練定
員数を計画していたが、2009年度第０次補正予算において、更に約2.7万人の訓練
定員数を加え、計約22万人の規模で实施した。

72

職業能力の開発及び向上

２－ものづくり基盤産業の育成に関する事項

産業集積の推進等

①地域企業立地促進等事業＇３２億７５百万円（
地域が自らの特色を踏まえて基本計画を策定し、計画の实現に向けた企業誘致

や人材育成、貸工場や貸事業場の整備等を行う事業に対し補助を实施し、企業立
地支援センターによる企業立地に関するワンストップサービスの提供を行った。ま
た、中小企業者の企業立地や事業高度化への取組に対する資金調達の円滑化を
図るため、＇株（日本政策金融公庫等を通じた融資を实施した。

制度面の整備に関しては、企業立地促進法の改正により、2009年度から集積区
域の産業用資産の特別償却措置の対象に窯業・土石製品製造業＇炭素繊維製造
業を含む（を追加した。
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中小企業の育成

①下請取引の適正化
ⅰ（下請代金法の運用状況

下請取引の適正化を推進するため、下請代金法に基づき、親事業者及び下請事
業者に対する書面調査を实施し、その結果に基づき勧告、指導、書面警告、書面
による改善指導等を行った。
ⅱ（下請代金法講習会等の实施

下請代金法等を普及啓発する観点から、親事業者及び下請事業者の外注＇購
買（担当者等を対象として、下請取引改善講習会等を開催した。
ⅲ（下請取引適正化ガイドライン

下請取引に係るベストプラクティスを集めたパンフレットの三訂版を０１万部作成し、
普及啓発を図った。
ⅳ（下請かけこみ寺関連

本部及び全国３６都道府県の３７か所に設置した「下請かけこみ寺」において、下
請取引に関する相談対応、裁判外紛争解決手続、下請取引適正化ガイドラインの
普及啓発を实施した。

②経営革新の促進
経済的環境の変化に即応して中小企業が行う新商品の開発又は生産、新役務

の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供
の方式の導入その他の新たな事業活動を行うことにより、経営の相当程度の向上
を図る経営革新を支援するため、以下のような支援措置を行った。

ⅰ（政府系金融機関による融資
中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認を受け、経営革新のた

めの事業を行う個別の中小企業者、組合及び任意グループに対し、低利による融
資を行った。
ⅱ（中小企業信用保険法の特例

中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認を受け、当該事業を行
う際の資金供給を円滑化するために、中小企業信用保険法に規定する普通保険、
無担保保険及び特別小口保険等の特例による支援を行った。
ⅲ（中小企業経営革新プラットフォームシステム開発事業＇０６億円５２百万円（

中小・小規模企業でも安価かつ容易に業務効率化を行える、インターネットを活
用したソフトウェア提供サービス＇Ｊ，ＳａａＳ（の基盤となるシステムや、その上で稼
働する財務会計、給与計算等のアプリケーションを開発した。
ⅳ（地域イノベーションパートナーシップ＇７億０２百万円（

地域のサービスやものづくり等に携わる中小企業のIT利活用によるイノベーショ
ンを促進し地域経済の活性化を図るため、広域地域経済圏ごとに「地域イノベー
ションパートナーシップ」の推進体制を構築し、官民連携のネットワーク＇IT経営応援
隊（を通じて全国各地で研修会やセミナーの開催や専門家派遣等を实施し、IT経営
を实現できる企業の輩出を行うと共に、中小企業等のIT化をサポートする地域ITベ
ンダとのビジネスマッチングやITベンダの連携による供給力強化等の取組を支援し
た。
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３－ものづくり基盤技術に係る学習の振興に関する事項

学校教育におけるものづくり教育の充実

４－その他ものづくり基盤技術の振興に関し必要な事項
①経済産業人材育成支援研修事業＇３１億０１百万円（

開発途上国の産業技術者や経営管理者に対して、日本企業の専門技術・経営管
理ノウハウ習得のための研修事業を实施した。１／／８年度においては、主に東单
アジアの開発途上国に進出している中小企業を対象に、日本での受入研修、現地
での海外研修等を实施した。

②第２回ものづくり日本大賞の实施
ものづくり日本大賞は、我が国の産業・文化の発展を支え、豊かな国民生活の形

成に大きく貢献してきた「ものづくり」を着实に継承し、更に発展させていくため、製
造・生産現場の中核を担っている中堅人材や、伝統的・文化的な「技」を支えてきた
熟練人材、今後を担う若年人材等、「ものづくり」に携わっている各世代の人材のう
ち、特に優秀と認められる人材等に対して内閣総理大臣賞等を授与するものであ
る。2009年度においては、第２回ものづくり日本大賞の表彰＇2009年６月15日に20
件50名０団体、同年12月15日に技能五輪国際大会金メダリスト７名を内閣総理大
臣表彰（を行った。

①発達段階に応じたキャリア教育支援事業＇４４百万円（
小・中学校の発達段階に応じた組織的・体系的なキャリア教育プログラムの開発等

に関する調査研究を实施した。

②地域産業の担い手育成プロジェクト＇２億２４百万円（
専門高校と地域産業界が連携して、ものづくりや食・くらしを支え、地域産業を担う

専門的職業人を育成するための取組を関係省＇経済産業省、国土交通省、農林水産
省（と共同で实施した。

③「目指せスペシャリスト＇「スーパー専門高校」（」＇０億５百万円（
大学、研究機関等との連携による、先端的な技術・技能等を取り入れた教育等特

色ある取組を支援し、専門高校の活性化を図るための事業を实施した。

④産学連携による实践型人材育成事業＇４億０２百万円（
ものづくり技術者等の育成を目的とし、大学・高等専門学校における産学連携によ

る实践型人材の育成に資する教育プログラムの開発・实施を行った。

⑤専修学校・高等学校連携等職業教育推進プラン＇０億３６百万円（
専修学校の機能を活かして、高等学校と連携し、高校生に対して職業に関する知

識・技能・資格等の事例紹介や職業体験講座等の多様な職業体験の機会を提供す
るとともに、若年者の職業意識の涵養を図るための職業体験講座等を各地で開催し、
ものづくりに資する技術・技能の学習意欲と職業意識の醸成を図った。


